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平成２４年第４回竹原市議会定例会会議録 

 

平成２４年１２月１３日開議 

  （平成２４年１２月１３日） 

 

議席順 氏 名 出  欠 

１ 山 元 経 穂 出 席 

２ 高 重 洋 介 出 席 

３ 井  上  美 津 子 出 席 

４ 山 村 道 信 出 席 

５ 大 川 弘 雄 出 席 

６ 道 法 知 江 出 席 

７ 宮 原 忠 行 出 席 

８ 片 山 和 昭 出 席 

９ 北 元  豊 出 席 

１０ 稲 田 雅 士 出 席 

１１ 松 本  進 出 席 

１２ 吉 田  基 出 席 

１３ 脇 本 茂 紀 出 席 

１４ 小 坂 智 徳 出 席 

 

  職務のため議場に出席した者は、下記のとおりである 

    議会事務局長                   宮 地 憲 二 

    議会事務局係長     住 田 昭 徳 
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説明のため議場に出席した者は、下記のとおりである 

 

職 名 氏 名 出 欠 

市 長 小 坂 政 司 出 席 

副 市 長 三 好 晶 伸 出 席 

教 育 長 竹 下 昌 憲 出 席 

総 務 部 長 今 榮 敏 彦 出 席 

総 務 課 長 桶 本 哲 也 出 席 

情 報 化 推 進 室 長 平 田 康 宏 出 席 

企 画 政 策 課 長 福 田 吉 晴 出 席 

財 政 課 長 塚 原 一 俊 出 席 

税 務 課 長 沖 本  太 出 席 

会 計 管 理 者 前 本 憲 男 出 席 

監 査 委 員 事 務 局 長 木 村 忠 志 出 席 

選挙管理委員会事務局長 桶 本 哲 也 出 席 

市 民 生 活 部 長 谷 岡  亨 出 席 

市 民 健 康 課 長 森 野 隆 典 出 席 

まちづくり推進課長 大 澤 次 朗 出 席 

文 化 生 涯 学 習 室 長 西 口 広 崇 出 席 

忠 海 支 所 長 森 野 隆 典 出 席 

人 権 推 進 室 長 谷 岡  亨 出 席 

福 祉 課 長 大 宮 庄 三 出 席 

子 ど も 福 祉 室 長 井 上 光 由 出 席 

建 設 産 業 部 長 柏 本 浩 明 出 席 

産 業 振 興 課 長 中 川 隆 二 出 席 

観 光 交 流 室 長 堀 信 正 純 出 席 

建 設 課 長 大 田 哲 也 出 席 

都 市 整 備 課 長 有 本 圭 司 出 席 

区 画 整 理 室 長 有 本 圭 司 出 席 

上 下 水 道 課 長 沖 谷 秀 一 出 席 

農業委員会事務局長 西 原 正 敎 出 席 

教育委員会教育振興課長 久 重 雅 昭 出 席 

教育委員会学校教育課長 亀 井 伸 幸 出 席 
 



- 105 - 

付議事件は下記のとおりである 

 日程第 ４ 報告第 ８号 平成２４年度竹原市一般会計予算の補正について（第３

              号） 

 日程第 ５ 議案第４４号 土地改良事業の計画概要を定めることについて 

 日程第 ６ 議案第４５号 竹原市公共下水道の構造の技術上の基準等に関する条例案 

 日程第 ７ 議案第４６号 竹原市水道事業の布設工事監督者等に関する条例案 

 日程第 ８ 議案第４７号 竹原市の議会の議員及び長の選挙における選挙運動の公費

              負担に関する条例の一部を改正する条例案 

 日程第 ９ 議案第４８号 竹原市公共下水道条例の一部を改正する条例案 

 日程第１０ 議案第４９号 竹原市都市計画公共下水道事業受益者負担に関する条例の

              一部を改正する条例案 

 日程第１１ 議案第５０号 竹原市暴力団排除条例の一部を改正する条例案 

 日程第１２ 議案第５１号 平成２４年度竹原市一般会計補正予算（第４号） 

 日程第１３ 議案第５２号 平成２４年度竹原市国民健康保険特別会計補正予算（第２

              号） 

 日程第１４ 議案第５３号 平成２４年度竹原市公共下水道事業特別会計補正予算（第

              １号） 

 日程第１５ 議案第５４号 平成２４年度竹原市介護保険特別会計補正予算（第１号） 

 日程第１６ 議案第４０号 平成２３年度竹原市歳入歳出決算認定について（決算特別

              委員会） 

 日程第１７ 議案第４１号 平成２３年度竹原市水道事業決算認定について（決算特別

              委員会） 

 日程第１８ 請受第24－１号 中小業者の仕事起しと、地域経済循環型の政策の一つと

               して住宅・店舗など住宅リフォーム助成制度創設を求め

               る請願（民生産業委員会） 
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              午前１０時００分 開議 

議長（稲田雅士君） 皆さんおはようございます。 

 ただいまの出席議員１４名であります。定足数に達しておりますので、これより本日の

会議を開きます。 

         ―――――――――――――――――――――― 

  日程第４ 

議長（稲田雅士君） 日程第４、報告第８号平成２４年度竹原市一般会計予算の補正につ

いて（第３号）を議題といたします。 

 事務局職員から報告文を朗読させます。 

              〔事務局職員朗読〕 

議長（稲田雅士君） 市長から報告理由の説明を求めます。 

市長（小坂政司君） 報告第８号平成２４年度竹原市一般会計補正予算（第３号）につい

て、その概要を御説明申し上げます。 

 本案は、衆議院議員総選挙の実施に伴い、一般会計予算の補正を行う必要が生じました

が、議会を招集する時間的余裕がないことが明らかであると認め、地方自治法第１７９条

第１項の規定により、平成２４年１１月１６日に専決処分いたしましたので、同条第３項

の規定により議会の承認をお願いするものであります。 

 補正の内容でありますが、総務費において、衆議院議員総選挙の実施により選挙に要す

る経費として、２，０７７万２，０００円を追加計上しております。 

 これに対し、歳入でありますが、県支出金について同額を追加計上し、収支の均衡をと

っております。 

 以上により、歳入歳出それぞれ２，０７７万２，０００円を追加し、予算総額は歳入歳

出それぞれ１１９億６，３１９万６，０００円となるものであります。 

 何とぞ御承認のほどよろしくお願い申し上げます。 

議長（稲田雅士君） これより質疑に入ります。 

 １２番。 

１２番（吉田 基君） 済みません、声が小さくて。この衆議院議員選挙の執行をするた

めの経費が２，０７７万円、期日前投票のことで関連して、他の市では期日前投票の投票

箇所を先般、何かの折に、他の自治体では何カ所か、いわゆる高齢者がとりわけ竹原市の

場合は、コンパクトな竹原市ではなくて、海岸線にずっと忠海町、大乗、竹原、吉名とい
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うふうに、当然、北部地域もございますが、もう少し期日前投票の場所をですね。片や選

管のほうは投票率を上げて政治に参加しましょう、そして、よりよい地域社会をつくって

いこうではないか、こういう掛け声はいいんですが、現実には御年配の方がわざわざ市役

所まで来て期日前投票をするということがかなりの負担になるという、これはまあ県議選

もそう、市議選もそう、参議院議員、知事選もそう、そこらあたりのところで、少なくと

も一定の支所のあるところぐらいに期日前投票をするためには、経費的にどのくらいのお

金がかかるのか。また、他の自治体の様子を知っているのか知らないのかわかりません

が、もしわかっていれば、そういうところの状況、現状でどのようにして各集落単位で期

日前投票を行えるようにしているのか、わかっていれば。と同時に、さらに言うならば、

そういうことを竹原市として、今までのことは今までとしながら、今後そういった、少し

でも市民の参加できる選挙というものを構築していくといいますか、確立していくんだと

いうお考えがあるかどうか。まあ急に思いついたお尋ねなので、そごもあろうかと思いま

すが、御教授願えればありがたいと、このように思います。 

議長（稲田雅士君） 答弁願います。選挙管理委員会事務局長。 

選挙管理委員会事務局長（桶本哲也君） 期日前投票にかかわる御質問でございます。 

 期日前投票につきましては、選挙当日ですね、投票に行かれないという方については、

選挙、このたびは公示日の翌日、１２月５日から１２月１５日まで、竹原市の場合におき

ましては、市役所ロビー１カ所において、期日前投票をしておるところでございます。 

 今、議員のほうから御提案いただきましたようにですね、やはり投票率を上げていく

と、選挙に行っていただくと、それぞれ重要な１票でございますので、それをしっかり権

利を行使していただくという点におきましてはですね、やはりそういったことも今後検討

は必要ではないかなというふうには考えております。 

 ただ、先ほど経費的な面というような御質問もございました。期日前投票所を１カ所ふ

やすということになりますと、これは例えば、投票管理者の報酬、また立会人方の報酬、

あるいは、その事務に従事する職員の時間外手当、こういったものがやはり経費としては

必要になってくるのではないかというふうに思いますし、あと当然投票ですので、ミスが

あってはいけませんから、やはりそういった二重投票を防ぐというようなことからシステ

ム的に重複しないように、確実にチェックができるという体制も必要になってこようかと

思います。 

 そういったような課題もございますので、今現在、本市におきましては、１カ所で期日



- 108 - 

前投票所はさせていただいているところでございますが、先ほど申し上げましたように投

票率の向上、あるいは有権者の方の利便性の向上、こういったことも非常に大事なことだ

というふうに考えております。今後、そういったものを総合的に検討をしていきたいとい

うふうに考えておりますので、よろしくお願いいたします。 

議長（稲田雅士君） １２番。 

１２番（吉田 基君） 他市でやっているところを御存じかどうか、このようにお尋ねし

たんですが、今後、確かに経費の面とか、本当にどれがいいのかというのはね、ただ、私

自身もそうなんですが、もうさっさと投票を済ましておくというこういう、というのは何

が起きるかわからないという、ちょっと今、私は課題を抱えているんで、課題いうのは不

幸事、親戚にちょっと不安があって、もう不幸がある予定なんで、ちょっと尋ね方が悪い

んですが、連絡があればすぐ行けるようにしときたいというのが前々からありまして、そ

ういうときに期日前投票っていうのはすごく便利がいいんですね。 

 今は余り市議選なんかで１票差で当落が決まるとかいうことは少なく、次の選挙である

かもわかりませんし、過去には何度もそういう事例を見てきておりますし、ただ、投票率

がだんだんだんだん下がってきているという、政治に対する不信とか、いろいろな意味も

そういうことがあるんかもわかりませんが、もし経費的な面で膨大にかかるんであればで

すね、工夫を凝らして、期日前投票の、例えば衆議院であればずっと１２日間いうのは大

変負担があるということであれば、５日間にするとか、いつでもできるのは竹原市役所ロ

ビーというふうな、忠海支所、吉名支所、そういうところで、市議選の場合は１週間です

し、やはり前向きに検討をしていただけたら今後いいのかなとか、そういう思いがありま

すので、そこらあたりをお考えいただけたらいうことで。検討する、検討する言うてじ

ゃ、それ一番答弁するのに楽なんですけど、しかし、こんなもんはやる気になったら、ほ

かがやっている以上、法律的に問題がないということだろうと思うんですね。 

 問題は経費の面、例えば県議選とか、市長選、市議選は市の負担になるわけで、県議選

の場合は県の負担。でも、国政の場合は国が負担するわけですから、できればこのように

政治が混迷しているときには積極的な参加を促すんですよという、一つの姿勢というの

か、そういうものもやっぱり有権者の皆さんには伝わっていくんではなかろうかなという

ふうに思います。ゆえに、できれば竹原市も、小さいと言いながら、それぐらいの市議選

でも県でも国政でもできんことがないと、私はこのように思いますので、これはやっぱり

選管の問題だけではなくて竹原市の政治に対する情熱というか、熱意の問題だろうという
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ふうにも思います。 

 たしか、この間、誰かから聞いたんですが、江田島は３カ所つくっているとか。能美、

江田島、もう１つ何とかいう町村が。でも、竹原市も忠海、吉名には町村合併しているわ

けで、年寄りに竹原まで来てね、投票するという、日曜日、投票日に投票をすればいいん

ですが、万やむを得ない場合、何ぞ入っとった場合にね、予定が。ここまで来て投票しろ

というのはちょっと難儀であろうと思うんですね、誰かに頼んで車に乗していただいて投

票をしに行くと。この誰かに頼んで乗せていってもらうというのは、これまた、その御年

配の方にとって、自分の子供がおればいいけど、そうじゃない場合は、いささか気おくれ

があるのではないかなというふうに思うんで。 

 総務部長、そのぐらいのところで私質問をやめますが、どのように、市長にも相談しな

きゃいかんだろうしね、いろいろな調整も要るでしょうし、そこらのことについてどのよ

うに思うか、ひとつ私たちに竹原市の政治参加に対する考え方について、御指導をお願い

いたしたいと思います。 

議長（稲田雅士君） 総務部長。 

総務部長（今榮敏彦君） 実は私も以前、選挙管理委員会に所属しておりましたので、こ

の件につきましては、当時の選挙管理委員会の中でもその他事項で議論をさせていただい

たことがございます。確かに議員おっしゃるように、他市町において期日前投票所を複数

設けておるところもございますし、その背景としては、さまざま事情があるやに認識をし

ております。例えば島嶼部でございますとか、市町村合併によるその背景でございますと

か、さまざまいろいろあろうと思いますので、一概に、その何と申しましょうか、エリア

の距離であるとか、人数であるとかということは言えないやに認識をしております。 

 一方では、その期日前投票のその期間というものはですね、それぞれ法律でも、いわゆ

る全ての期間開設しなきゃいけないということにはなっておりません。御紹介にありまし

たような短い期間で開設されているようなところも中にはございます。それらを総合的に

踏まえましてですね、先ほどの事務局長が申し上げましたとおり、やはり投票率の向上と

いうものは永遠の課題であるというふうに認識をしておりますので、経費の問題もありま

すけれども、全体の流れの中でですね、さらに、過去からのテーマでありますこの件につ

いて検討をさせていただきたいと思います。 

議長（稲田雅士君） １２番。 

１２番（吉田 基君） それともう１つね、選挙のことに関してね、選挙管理委員に対し
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て選挙活動とはどういうものか。要するに、公職にある者は選挙活動ができない、これは

よく知っていることですね。でも、必要以上に拘束をしている旨があるんですよ。 

 選挙活動とは何ぞやいうことは、街頭に立って候補者の推薦の弁をとるとか、推薦人に

なってはいけないとか、個人演説会において弁士の役ができないとか、いわゆるそういう

ものが選挙活動であって、後援会活動とか、ありとあらゆる活動に対してできないという

ふうな趣旨の選挙管理委員及びいろんな公職にある人に間違った指導をしているやにちょ

っと聞いているんですが、その点についてよくよく整理して、そういうことを指導しとく

べきだろうと私は思いますよ。一つ一つ事例を挙げたら数、まあいいか。そういえばそう

かもわからんなという、その人の言いわけに使われているのかなとかいろいろあるかもわ

かりませんよ。確かに例えば、選挙管理委員が立会演説とかの代理人になったり、個人演

説会で弁士をやったり、そういうことはできません。ただ、それと、何もかんもやったら

いかんということではないという仕分けを、やったらいけないもんだけを指導しとくべき

だろうと、こう私はかねがね思っております。 

 今、衆議院の選挙真っ最中だから、そういう事例にちょこちょこ当たるんですね。みん

な解釈を間違っているんですね。じゃ、どこでそういうことを言われたかというと、選管

のほうからと。何でも紛らわしいもんは全部好ましくない、グレーゾーンの分も全部やっ

たらいけない。こういうことがあるのかどうかね、念を押しときたいというのか、一度選

管の職員自体が、公職選挙法についてきちっと勉強をしていただきたいという、間違った

指導にとられるような、やっぱり注意というのか、いろんな方々に言っちゃいかんと思う

んですよ、僕は。この点について選管の事務局長さんですか、どのように整理されている

のかわかりませんが、一定のお考えをお聞きしときたいと思います。 

議長（稲田雅士君） 選挙管理委員会事務局長。 

選挙管理委員会事務局長（桶本哲也君） 確かに公職につかれている方、特に地方公務員

でありますと、我々職員は、地方公務員法と公職選挙法、この法律によりまして、そうい

った政治活動ですとか選挙運動というのは厳しく制限されております。また、そういった

選挙管理委員でありますとか、その他の公職の方、非常勤特別職の方についても、職員ほ

どではございませんが、やはりそういった法律によって制限が加えられております。地位

を利用した、そういった活動ができないとかというようなことがございます。そういった

ことにつきまして選挙管理委員会の事務局、職員のほうでですね、確かに今議員言われま

したように、しっかりと法律を勉強してですね、間違ったことのないようにやはり指導は
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していかないといけないというふうに思っております。 

 お問い合わせ等がございましたときには、そういったところをしっかり調べましてです

ね、適切な回答はさせていただいているというふうには思っておりますが、今後もやはり

研さんを積んで間違ったことはしないようにですね、そういった指導は、私のほうからも

させていただきたいと思っておりますので、よろしくお願いいたします。 

              （１２番吉田 基君「もう一回」と呼ぶ） 

議長（稲田雅士君） ３回。済みません。３回ですので、１２番さん。 

（１２番吉田 基君「みんなにもわかってもらいたいか

ら言ったんです。いいです」と呼ぶ） 

 これをもって質疑を終結いたします。 

 これより討論に入ります。 

              〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

議長（稲田雅士君） これをもって討論を終結いたします。 

 これより採決いたします。 

 お諮りいたします。 

 本案は報告のとおり承認することに御異議ありませんか。 

              〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

議長（稲田雅士君） 御異議なしと認めます。よって、本案は報告のとおり承認すること

と決定しました。 

         ―――――――――――――――――――――― 

  日程第５ 

議長（稲田雅士君） 日程第５、議案第４４号土地改良事業の計画概要を定めることにつ

いてを議題といたします。 

 事務局職員から議案を朗読させます。 

              〔事務局職員朗読〕 

議長（稲田雅士君） 市長から提案説明を求めます。 

市長（小坂政司君） 議案第４４号土地改良事業の計画概要を定めることについて、提案

の理由を御説明申し上げます。 

 本案は、団体営土地改良事業として、田万里町中田万里地区において実施する圃場整備

計画に関し、土地改良法第９６条の２第２項の規定により、議会の議決を求めるものであ
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ります。 

 当計画地区の農地は、河川沿いの緩勾配から山際の急勾配と変化に富み、総じて急勾配

の地形で面積も小さく、形状は不整形で営農効率が悪く、さらには農業従事者の高齢化が

進んでおります。基盤整備の実施により法人への農地集積を図り、地域農業の活性化と経

営力の高い法人育成による地域の活性化のために整備するものであります。 

 圃場整備計画の概要といたしましては、地区面積は１７ヘクタール、整備面積は１３．

６ヘクタール、総事業費は３億１００万円であります。平成２５年度から平成２９年度ま

での５年間で実施するものであります。 

 何とぞ慎重に御審議いただいた上、適切な御決定をお願い申し上げます。 

議長（稲田雅士君） これより質疑に入ります。 

 １１番。 

１１番（松本 進君） それでは、この議案について質問したいと思います。 

 今回のこの議案は、３億円余りの圃場整備事業の計画の提案であります。私がここで聞

きたいのは、この圃場整備全てをですね、圃場整備っていうのは農業基盤の整備、生産性

を上げるという大変すぐれた目的というのがありますし、この事業に伴って竹原市内のこ

の事業者への仕事、雇用問題等々、経済波及効果っていうのは私は大いに結構だという面

での理解はしております。そういったことを前提にしながらですね、この竹原市の抱える

農業、日本全体っていうちょっと大きなテーマになって、竹原市だけで、私は片がつくと

いう問題では決してないというのは承知しております。 

 しかし、この今回提案されるような圃場整備、基盤整備っていう事業が、竹原市の農業

の中で今位置づけられて、優先度から見ると、最優先といいますかね、主要な事業の一つ

として位置づけられていると。しかし、私はちょっとこれでいいのかなというのをずっと

持っているもんですから、あえて聞きたいというのは、これは中国農政局が７日にまとめ

た農業経営統計調査というのがあります。これは１２月８日付の中国新聞に載っておりま

した。ここでは中国地方の農家１戸当たりの農業所得は７９万円と、全国９地区で最低だ

ったと。それと、別のコメントは、収益の低い米農家が多いのも一因だと。ということ

で、今、農家の方の置かれている実態、農業所得が示されております。 

 それで、私は、るるこれまで、緊急にはこの農家の方の価格補償とか所得補償とか、そ

れを市独自の支援措置をすべきではないかということはこれまでるる申し上げましたし、

国が数年前からその一定の措置がされるようになりました。しかし、そういった国の支援
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措置が一定行われた段階でも、先ほど農政局の資料による農業所得というのが現実です。

ですから、決してこれで、私は、まだまだここに、農家の方の直接やっぱり支援といいま

すかね、これがやっぱり今、竹原市の農業を守るためにも、端的な言い方すれば、基盤整

備も必要なんだけども、その優先度として、この農業への直接支援といいますかね。国も

一定やっているけれども、それを上積みするようなといいますかね、これがやっぱり今大

切なんじゃないか。それと同時に、これは中・長期的な施策も要るんでしょうけども、農

業の後継者ですよね、これをどう育てるかというのは簡単にはいかないと思います。 

 今、ＴＰＰの問題等々、本当に厳しい環境が今は論議されております。それだけに私は

やっぱり竹原市の農業という面では、この５年、１０年かけてでも、やっぱりその後継者

を育てるというしっかりした視点を持って、農業関係者とさまざまな知恵や工夫を出して

いかないと、簡単にはいかない問題だというふうに思うんですね。 

 ですから、大ざっぱな言い方はしていますけど、この農業基盤整備、今度の圃場整備を

私は反対するつもりはありませんけども、これを、端的に言えば質問という形になります

と、この圃場整備をやって生産性を上げて、今、市長の説明があったような農業生産を集

約化するという、この説明なんですね。ですから、ここが本当に今、竹原市の農業を守

る、後継者を育てるという点から見て、優先的にやっぱり位置づける施策とは違うんでは

ないかと。先ほど私が言ったような戸別所得価格補償、農業者への支援、市独自の措置が

今は必要じゃないかと。これがやっぱり竹原市の農業を守る道ではないかという、その提

言といいますか、構想というのを私はここであえて言いたいし、その点で質問ですから、

この圃場整備をやることによって本当に今の竹原市の農業がね、どういうふうに活性化す

るのかというその説明責任はね、やっぱりきちっとする必要があるのではないかというこ

とで、具体的にはこの圃場整備での農業者の負担というのは１反当たり４４万円かかりま

す。ですから、こういった４４万円の負担をこの事業に参加される農業者の平均年齢と

か、先ほどの年収とかもわざわざ言いましたけれども、そういった状況の中でね、本当に

どう負担していくのかなという、私は暗い大変厳しいという思いは率直に持っております

けれども、逆に言えば、ここへの支援が私は必要、この圃場整備をやる前提の場合はです

ね。 

 だから、そういったこともあわせて、この圃場整備の本当に農業者の負担を考える、こ

の竹原市として本当に農業を守り育てるということの説明をもう少ししていただければな

というふうに思います。 
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議長（稲田雅士君） 産業振興課長。 

産業振興課長（中川隆二君） 中田万里地区の圃場整備にかかわっての議員のお考え、こ

ういうハード整備よりも直接支援が優先ではないか、また負担のあり方は大丈夫かといっ

たような御質問かと思います。 

 まず、この土地改良事業につきましては、農業農村整備事業のうちの農業生産基盤整

備、いわゆるハード整備の中で、土地改良事業という名で定義をされております。この土

地改良事業の基本原則につきましては、道路や河川の同じ国の補助を受けて実施する事業

とは違いまして、いわゆるその地区の、例えば１５名以上の受益農家が必要であるとか、

それらの農家さんの事業の中での事業効果がどうかといったような、この下から積み上げ

てくる、いわゆるボトムアップ型の事業が土地改良事業でございますので、市の財政的な

理由もありまして、田万里地区全体の中を上、中、下と３工区に分けて実施をしている状

況であるというのは御承知のところかと思います。したがいまして、この土地改良法に基

づいて土地改良事業は実施をしていきますけれども、また、その背景には国の食料・農

業・農村基本法、こちらの理念の中にあります農業の持続的な発展であるとか農村の振

興、こういった根底を受けて農業生産の基盤整備事業として実施をするということを、ま

ず御理解いただきたいと思います。 

 その中で、直接支援的な制度、これについては、例えば今であると、戸別所得補償制度

であるとか、中山間地の直接支払基金といったような、国策でそういう所得補償の制度も

ございますので、そういったものと、こういう基盤整備を絡めながら効果を上げていくと

いうのが我々の使命だというふうに思います。その中で、こうした法律のもとでですね、

竹原の農業振興地域整備計画、また竹原市の農業経営基盤強化促進基本構想といったもの

を市は策定をしておりますので、こうした中で、中山間地であります仁賀、小梨、田万

里、こういう中山間地区においては農地の一体的管理、また生産組織の育成を図るという

こととしておりますので、その基盤整備事業の一環として圃場整備事業を実施していると

いう状況でございます。 

 土地改良事業、これはボトムアップ型と言いつつも公共投資であることに間違いござい

ませんので、その中では生産性が向上する農家レベルの効果、これは言いかえれば、受益

農家の私的財産の農地の利用関係などに影響が出てきますので、応分の受益負担を求める

ということで、言ってみれば地元の理解のもとで事業が進んでいるということでございま

すので、負担金のあり方についても、そのように御理解いただければというふうに思いま
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す。 

 以上でございます。 

議長（稲田雅士君） １１番。 

１１番（松本 進君） この資料を見ますと、今の説明の資料を見ますと、やっぱりわか

りやすく言えば、この３億円余りの圃場整備事業をやって生産基盤等々の事業効果が２，

４５０万円と、２，４００万円余りの事業効果があるよと。これは、確かに全く私も否定

するという意味ではないというのは前段で申し上げたとおりです。 

 しかし、現実には、先ほども言ったような中国農政局の農業所得の実態があります。そ

れで、１つは、この３億円の事業をやるのに、農業者の負担が反当たり２０％、約４４万

円の負担が要るという現実があります。ですから、私はそこが心配なんで、せめてこのや

る前提とした場合はですね、ここの負担を少しでも軽減するような措置が、やっぱり直接

的な支援策、その基盤整備をやるための支援策としては考えられますよね。確かに経済的

ないろんな財政事情というのもあるんでしょうけれども、２０％の負担、これをその１

５％なり、可能な支援措置を私はやっぱりやらないと、この本当の事業効果という面が上

がってこないというふうに私は思います。ですから、 

 そこが１つは、直接支援をぜひ打ち出す必要があるということについてが１つと、そし

て現実にこの負担をする農業者の平均年齢ですよね、農業所得もわかれば教えてほしいと

いうことです。 

議長（稲田雅士君） 産業振興課長。 

産業振興課長（中川隆二君） まず、今回の中田万里圃場整備事業について、今現在この

議決を求めております事業計画概要、参加者は３７名でございます。３７戸と表現申し上

げたほうが正しいかと思います、３７戸の参加戸数となっております。 

 申しわけございませんが、平均年齢等はわかっておりません。 

 それで今回、先ほど議案の参考資料の計画概要書のところでの御質問でございますけれ

ども、ここの事業の効果については、参加戸数の所得という意味での事業効果ではなく

て、先ほども御説明をいたしましたように、例えば農家レベルの生産性が向上するといっ

た農家レベルでの効果、また、食料を適正な価格で安定的に供給するといった国民経済的

効果、それから、地域経済の振興や生活環境の整備等による定住、また定職条件の向上と

いったような地域レベルでの効果を、国の補助採択基準に従いまして、はじいたものが

２，４５０万円、約２，４００万円の事業効果、これは単年度の事業効果ということでご
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ざいまして、こういう事業の効果につきましては、議員の御質問にあるような農業者の所

得が幾ら上がるかといったようなところも、作物の生産効果といったような項目では、こ

れも国の基準に従いまして、参加者数、参加面積、それから、農機具等の保有状況等も詳

細に調べた上で、所定の単価を掛け合わせた事業の効果をはじいているものでございます

ので、そういう部分で、わかりやすい部分で言えばですね、例えば地籍確定効果というの

が議案参考資料の計画概要書の中にございます。これは、この事業をやると、土地、農地

の面積が測量をいたしますので、確定をいたします。そうした場合の地籍確定の効果とい

うのは、やらなかったときと、やったときの差をはじいているもの、国土調査、地籍調査

というのをやったときにかかる費用と、今回、この中田万里地区が圃場整備をすることに

よって測量をする、それで面積が確定するという部分については地元の御負担は要らない

わけでございますので、そういったもろもろの事業の効果というのをはじいて、初年度で

はありますけれども、２，４００万円の事業の効果が出る。これについては、事業計画期

間１期５年、その後４０年にわたっての事業の効果をはじくものでございまして、全体で

は４億４，０００万円の事業効果が出るということで国の申請の準備を今進めている状況

でございますので、一定にはその３７戸の個々の所得を調べるのではなくて、参加面積に

よる基準単価といいますか、そういったところで、おおよそこれぐらいの農業所得がある

だろうというようなところでの効果算定をしていると、こういった複雑な事務をしており

ますので、一概に３７戸の農家の所得をどうこうということについては調査はしておりま

せんので、そのように御理解をいただきたいというふうに思います。 

議長（稲田雅士君） １１番。 

１１番（松本 進君） ちょっと答弁漏れがありましたから、いろいろ事業効果なり、地

籍調査等のいろいろ効果というのは説明がありましたんですが、私が一番最後に質問した

いのは、農業所得の平均所得の実態っていうのは、さっきの統計でちょっと示しました。

こういったやっぱり実態を踏まえることは必要ですし、現実問題としては、どこの事業で

も一緒でしょうけども、その農業なら農業、いろいろやっぱりその生産するなら生産す

る、そこに投資して、そこでもうけて返すというのは、これは経済のルールだっていうの

は大原則ですよね。だから、その農業で、それがきちっと当てはまるかどうかっていうの

は別問題ですけれども、そこが大変厳しいから私は心配しているというのが大前提です。

ですから、こういう本来この負担との関係の問題で言えば２０％の負担、４４万円の負

担、１反当たりの負担になる。ここをどう返すかという面では、確かに本来、作物をつく
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ってその収益を上げて返すというんが本来なんだけども、そこの説明責任はやっぱりきち

っとできないぐらいに厳しい実態があるのが現実ですよね。ですから、やっぱり農業以外

の収入で充てざるを得ないというのが現実だろうというふうに推測できます。 

 ですから、私としては最後に言いたいのは、この２０％の負担をね、可能な限り軽減す

るということも私、農業への支援策の一つということになると思うんですけど、その点や

っぱりどうでしょうか、最後に質問します。 

議長（稲田雅士君） 産業振興課長。 

産業振興課長（中川隆二君） 今回の中田万里圃場整備事業につきましては、地域自主戦

略交付金と、この国の交付金を活用しての事業実施ということで、負担区分については

国、県で５５、１５、７０％、地元で３０％ということで、市が１０％、地元が２０％と

いうふうに一定の負担割合を決めております。したがいまして、この中田万里の圃場整備

事業の中で、２０％の負担軽減を図るというのは技術的にも難しい状況にはございますけ

れども、先ほど来、議員もおっしゃっていますように、戸別所得補償であるとか、そうい

ったソフト面的な圃場事業というのは、今現在、この田万里の地区においては集落組合法

人、営農の組合法人の農事組合法人たまりが設立をされておりますので、そうしたところ

の事業活動に対する中山間であるとか、戸別所得であるとか、また違った形の支援策を引

っ張ってくるということは可能だろうと思いますので、そういったところで総合的に判断

していくのが現実的ではないかというふうに考えておりますので、御理解のほどよろしく

お願いいたします。 

議長（稲田雅士君） １４番。 

１４番（小坂智徳君） ３回の質問でございまして、一気に多岐にわたりまして質問をし

たいと思います。 

 まず、先ほど課長のほうがいろいろと１１番議員に対して御答弁をされました。それは

後ほどするとして、ちょうど先般、先ほど答弁の中でありましたように農事組合法人たま

り、こういった方、あるいは、もう１つの農業法人等々が会議所の地域ブランドの協議会

等々に参加をされていたそのとき、いろんなその農業法人の方々が個別に現状等々をお話

をされた、こういったことを私ども聞いておるわけでございます。そのとき、今日まで上

田万里、あるいは下田万里等々が整備をされていらっしゃる。そして、農事組合法人たま

りにおいては事業をされている。そういったとき、どういった実証運営方法等々のお話が

あったのか、まず、これを１点目にお聞きをしたい。 
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 そして、２点目の質問でございますが、今日まで私が聞いておる限りは工事等々、ある

いはいろんな完成後、着手前、いろんな多くのトラブルがあるということを聞いておるわ

けでございます。例えば、１つの例を言いますと、水路の関係で、いわゆる水田には下手

の方も水が要るわけでございます。そういったとき、水利権者の方々は全然呼んでいな

い、あるいはそういったことによりまして、ある例えば、５０センチの水路がなければい

けないのが３０センチ余りであって、いろいろとクレームがついて、指摘があって初めて

是正をされた工事のやり直し、こういったことも聞いておるわけでございます。そういっ

たトラブル等々によって、どのような把握をされているのか。 

 そしてもう１点は、大変言いにくいわけでございますが、担当課の職員の皆さん方の対

応といったものが、今日まで私が聞いている限りは、いろんなところで職員の対応が悪

い、誠実さがない、このようなことも聞いておるわけでございますが、担当課の課長、あ

るいは部長においてはどういった把握をされて、どのような指導をしているのか、この点

につきましても御答弁をいただきたいと思います。 

 また先ほど、少し関連もするわけでございますが、他の過去には小梨とか、宿根とか、

西野とか、仁賀とか、いろんな圃場整備等々をされていらっしゃるわけでございます。そ

ういった中で、過去のいろんな圃場整備の完成後の検証といったものは、どういった検証

方法をされていらっしゃるのか、この点につきましても、お尋ねをさせていただきたいと

思います。 

 また、先ほど１１番議員が大きな視点からお話をされたわけでございますが、竹原市の

農業のあり方、今後どういった農業政策を講じていくのか、この点につきましても、わか

りやすい御答弁をいただきたいと思います。 

 そしてもう１点は、工事におきます発注等々は、過去には県の土改連等々の指定の業者

がしておったわけでございますが、最近の動向といったものは、市内の業者に発注、こう

いった傾向でございまして、いろいろと業者の方々も喜んでいらっしゃる、こういったこ

とは聞くわけでございますが、じゃあ、業者の方々のレベルアップ、こういったものはど

のぐらいアップになっているのか、工事そのもの、こういった把握、この点につきまして

も御答弁をいただきたい。 

 そして、議長には大変申しわけないんですが、農業委員会の中でこういったいろんな問

題点等々は、どのようなテーマを持って議論をされているのか、この点。そして、農業委

員会とは何ぞや、この点につきましても御答弁をいただきたいと思います。 
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 以上でございます。 

議長（稲田雅士君） 答弁願います。産業振興課長。 

産業振興課長（中川隆二君） まず、市内の農業法人の運営状況ということでございます

けれども、先般の会議におきましては、それぞれの法人の役員さんのほうからの御発言で

は、いわゆる現在取り組んでいる作物、それから悩みといいますか、課題というようなと

ころで、大きくは流通に係る、要は売り先といいますか、商品の販売先のところでの悩み

というのをそれぞれの法人の皆様は御発言をされておりました。そうした中で、それぞれ

小梨にしても田万里にしても、今現在、法人を立ち上げられました５年間の経営計画を持

って、例えば田万里であれば、米、アスパラ、イチジク、そういった重点的な品目を定め

られて活動を続けられておるという状況ではなかろうかというふうに思います。 

 それから、工事後といいますか、工事完了後のそうした不備が出た場合の対応というこ

とでございますけれども、これについては、施工業者とのいわゆる瑕疵担保の部分である

かどうかというような判断で、おおむね１期の事業が５年間ございます中で、それぞれの

年度で施工をしてもらった業者さんとその地元といいますか、参加者の方から、ここの水

路が、ここの農地がといったような要望については、現場で打ち合わせをしながら、その

瑕疵担保が認められた場合については、業者のほうで再工事をしていただくといったよう

なところが今の現状でございます。 

 それから、職員対応が悪いといった御指摘でございますけれども、これについてはいろ

いろ、これまで私も仁賀、上田万里、中田万里といった形で地元の推進委員会の皆様と接

触をする機会がございまして、そういったことを会議の席上、直接言われたことはござい

ませんけれども、あと個別にそういうことをこそっと教えていただいたようなこともござ

いまして、で、実際にはですね、圃場整備事業、これ市施工とは言いつつも、先ほども御

説明しましたように、実際には地元の受益農家さんの申請といいますか、同意のもとで動

くということで、市もやらせていただく、地元もやっていただくというような、そういう

双方の何ていうんでしょうか、そういうお互いが理解をし合う関係は必要だということ

で、地元の方からそういうお話をいただいたこともございますので、少なくとも今、上田

万里、中田万里については、そうした意識で我々職員も臨んでいる状況であるというふう

に御理解をいただきたいと思います。 

 それから、過去の事業の圃場整備事業の検証をどうしているかということでございます

けれども、基本的には、現在ですね、圃場整備をしたエリアについては法人化、そういう
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集落営農的な経営の効率化を図るというのが条件下になっておりますので、そういう意味

では、小梨、田万里については、圃場整備をした後のそういう法人の設立についても市が

その法人設立にも協力をしている状況。それから、そういうなかなか法人化できない集落

については、中山間地域の直接支払制度、こういったものを活用していただくように働き

かけをしていると。 

 今現在では、人・農地プランの作成というようなことで、担い手育成等にも絡んだ地元

でのそういう事業計画をつくってみませんかっていうようなことで、そういう農振区長を

通じて地元との意見交換会を開きたいということで、取り組みを進めている状況でござい

ます。 

 それから、今後の農政については、今、これまで説明をしてきましたように、一定には

そういう経営の効率化を図る中でいろいろと今抱えている農業の問題、直売施設、それか

ら、今言いました卸売系統出荷というような、そういうバランスのことだと考えておりま

すけれども、そういったところも市も支援をしていくべきではなかろうか。それからあと

は、耕作放棄地であるとか、担い手の解消に向けた、そういう農地の集積を図っていく、

これは地元のＪＡ等々の協力が必要でございますけれども、そういう農地の集積と経営組

織体の強化が中心になってくるのではなかろうかと思います。 

 それから、施工業者の状況でございますけども、議員の御質問にございますように、こ

こ数年、地元の業者でこの事業を施工しておりまして、そうは言いましても、この圃場整

備事業、現場で一定に高低差が変わるようなこともございますので、現実問題としてです

ね。地元の要望を受けて現場合わせの部分もございますので、そういう部分については今

現在も土地改良連合会、こちらの現場監督補助員制度というのを活用しながら、業者の指

導に当たらせていただいている状況でございます。 

 産業振興課としては、以上でございます。 

議長（稲田雅士君） 農業委員会事務局長。 

農業委員会事務局長（西原正敎君） それでは、農業委員会より質問に対して説明をさせ

ていただきます。 

 まず、農業委員会といたしましては、食料の生産基盤であります農地の確保、そして保

全等を念頭に置きまして、今回この田万里地区におきましても、法人設立、また農地の集

積、また担い手等の育成等に積極的に参加し、農業の生産基盤の確立のため鋭意努力をい

たしているところでございます。 
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 簡単ですが、以上でございます。 

              （発言する者あり） 

 はい、済みません。 

 農業委員会の中では、先ほど申しました集積の関係で利用権設定等、上田万里、下田万

里におきましても、そういった集積等の案件において、懸案を協議、検討しております。 

 以上です。 

議長（稲田雅士君） １４番。 

１４番（小坂智徳君） まず、２回目の質問でございます。 

 結局は、この間の協議会の中ではいろんな販路の問題、農協に卸すのか、あるいは生産

者から消費者へ直接にルートをやるのか、こういったことではないかというような御答弁

だったんですが、ぜひこれは担当課としてからそういうルートをつくっていただきたい。

そしてまた一方では、私自身の認識では仁賀のお米とか、あるいは寒暖差の多い小梨とか

宿根とか、あるいは私どもの西野とかいうのは、どこへ出しても恥ずかしくないようなお

米である、そういったことで、例えば道の駅とか、いろんな米の販売、あるいは米を主力

にする、こういった地産地消といったものも、ぜひ課長におかれましては、あるいは担当

部長におかれましては力を入れて視点を変えてやっていただきたい。こういったことを強

く申しておきたい。また御答弁をいただきたい。 

 そして、いろんなトラブル等々につきましては、恐らく私自身が１０のうち２つ、３

つ、そのぐらいしか直接には聞く機会がございません。そして、今までいろんなことを聞

きましても担当課のほうには余り言わないようにした、きょうはせっかくの機会でござい

まして言わせていただくわけでございますが、いわゆる事前の調査、話し合い、こういっ

たものがなかなか不十分ではないかいうのが、どの圃場整備に当たっても説明会等々で、

いろいろと後になってトラブルがある、こういったことではないかと思います。 

 そして、先ほど言いました水路の問題。これは、いわゆる昔から我田引水という言葉が

ございますが、自分の家には、田んぼのほうには水を引く、こういったことで語源が出て

おるわけでございますが、下手のほうは、先ほど農業委員会のほうの西原さんのほうが御

答弁がありましたが、小坂市長のほうまで、あの水路といったものは行っておるわけでご

ざいまして、後になって直すというふうなことは、私はそういった事前の話し合いとか調

査、こういったものが不十分ではないか。今お聞きいたしますと、業者のほうがいろいろ

とやる、逃げの答弁でございまして、私は事実はそうではない、このような思いがするも
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んで、この点につきましても御答弁をいただきたい。 

 そして、職員の対応でございますが、恐らく過去には取って投げたような応対、こうい

った職員の方もいらっしゃる。しかし反面、幾ら言っても報告、連絡、相談、こういった

ものもない、こういった頭をひねっても事実あるわけです。私はそういったことにおきま

して、もう少し農林関係の職員といったものはいかがなものかいう懸念さをずっと持って

おったわけでございます。ぜひ部長におきましても、課長におきましても、いろいろと指

導をいただきたい。農業専門の専門職のいろんな知識は持っていらっしゃろうと思います

が、その辺のところもよく考慮をしていただきたい。これも御答弁をいただきたい。 

 過去のいろいろと圃場整備の検証等々、私はなかなかそれは難しいと思います。しか

し、実績を上げているか上げていないか、先ほど言いましたように、どんな課題点がある

のか、これは足を運んでいろいろと聞くべきではなかろうか、このような思いもするわけ

でございます。 

 そして、経営の能率化等々におきましても、先ほど１１番議員が言われましたように、

いわゆる最近の動向といったものは農業法人等々が設立をされた、しかし、いろんな課題

点があって、途中で破綻をするんではなかろうか、こういった思いもある。また三十数人

余りの、あるいは二十人余りの皆、農業法人でございます。いろんな声を聞いて、そして

支援をするべきではなかろうか、このような思いもするわけでございます。この点につき

ましても御答弁をいただきたいと思います。 

 また、業者にかかわるレベルアップ、こういったことを聞いたわけでございますが、今

お聞きいたしますと、土改連のほうから監督さんが来ていろいろと御指導をする、このよ

うな答弁でございました。しかし、十数年前も、圃場整備に関する指摘、こういったこと

は言ったわけでございますが、今は機械化されまして、コンピューターがもうセットをす

れば素人でもできるような、そういったこともあるわけでございます。 

 今、課長が言われるのは、臨機応変さを持った、それはもちろん技術力、そういった面

におきましても、技術アップの講習とか業者の指導、こういったものもぜひ取り組んでい

ただきたい。この点につきましても御答弁をいただきたい。 

 そして、農業委員会の何ぞや、目的、こういったことを聞いたわけでございますが、私

は、農業委員会というのは、農業の生産力の向上、あるいは発展、そして合理化、経営の

合理化等々を図る目的でできている、そして、そのために、いろんな地位の向上もしなく

てはいけない。そして、そのための農業委員会であって、各農業委員の皆さん方がいろい
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ろ活発に視点の違った、あるいは角度の違う専門意識を持った皆さん方が農業委員会の運

営そのものをされる、このような認識を持っておるわけでございます。 

 私が言いたいのは、もっともっと農業委員も、農業委員会の担当課の方もおたくもかつ

ては農林のほうに所属をされていた、熟知をされていらっしゃる方でございます。ぜひ活

発な議論を進めていただきたい。この点につきましても御答弁をいただきたいと思いま

す。 

議長（稲田雅士君） 産業振興課長。 

産業振興課長（中川隆二君） まず、市内の農業法人の運営にかかわっての再質問でござ

いますけれども、おっしゃるとおり、米であるとか、そういう法人が戦略的に取り組もう

としている品目については支援をしていきたいというふうに思いますけれども、全体の課

題としましては、生産者における安定供給、安定価格といった課題の解決に向けた取り組

みということになろうと思います。少量多品種といったような取り組みも必要であると思

いますし、どちらにしても、安定的にその農産物が提供され供給され、また加工とかそう

いった方面にも活用されるというのが望ましい姿だろうと思いますので。 

 また、米については一定に生産調整という国策での作付面積の調整もございますので、

なかなか量をふやすというのは難しいという状況にはございますけれども、その中で飼料

用のお米であるとか、加工用、米粉用のお米であるとかというようなところへの作付の変

更も進めながら、ブランド的なものはブランドとして販売する戦略も考えていかなきゃい

けないというふうに考えております。 

 それから、工事前後にかかわっての地元との課題の整理ということについては、実際現

場でですね、地権者といいますか、農家の方と打ち合わせをしながら進めた結果も、やは

り思わしくない状況というのは現実としてございますので、そういう部分については、で

きる限り現場での対応をしていきたい。また、今、水路ということで具体例で御説明があ

りましたけれども、実際には農家の方がこちらの水路からここへ水が入っているっていう

ようなお話の中で、設計をして実際に現場で合わせてみると、違った水路からの用水が来

ていたといったようなこともございますので、なかなか平面図の上だけでは解決できない

問題だと思いますので、現場を重視しながら対応してまいりたいと思います。 

 それから、職員の対応につきましても、先ほど申しましたように誠意を持って今対応を

している状況でございますので、そういう中では時として、協議ということの場が多うご

ざいますので、やはり圃場整備の中にあって市が全部やってもらえるもんだと思っていら
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っしゃる参加者の方も中にはいらっしゃいますので、できること、できないことをはっき

り申し上げる時点で、そういう対応が悪いといったようなことになっている部分もあろう

かと思いますので、そこについては、そういうぎくしゃくするようなことがないように配

慮しながら、今後も誠意を持って対応させていただきたいと思います。 

 それから、今後のそういった過去の圃場事業、また、法人が今設立をされている状況の

中でそういった、全般的にはそういう農業政策の中で、先ほど来申し上げております農地

を集積したり、耕作放棄地の解消に向けた取り組みをしたりというようなことで、これに

ついては地元と話し合いをしながら、優先順位を決めながらというようなことで進めてい

くのがやはりお互いの真意がわかっていいのではないかというようなことで、これについ

ても、地元との協議の中で具体的な事業を組み立てていければというふうに考えておりま

す。 

 それから、業者の指導の関係については、うちの技術職員のレベルアップも含めまし

て、そういう専門的な業者がもう今現在は、全面的に委託をして事業をやっていないとい

うようなことで市内業者も含めて、特にそういう経験のある業者の状況も含めてですね、

そういう打ち合わせができる環境をつくっていければというふうに考えております。 

 よろしくお願いいたします。 

議長（稲田雅士君） 農業委員会事務局長。 

農業委員会事務局長（西原正敎君） 先ほど小坂議員さんが言われましたとおり、農業委

員会の執行、また農業の役割等につきましては、議員さんが言われるとおりでございま

す。 

 それで、今、農業委員会の職員といたしましては、そういった農業委員会の執行する事

務、及び今農業委員会に職員は２名おるわけでございますが、２名とも産業振興課の兼務

職員いう形になっております。そういったほうからも農業委員会、産業振興課いう隔てを

のけまして、今さっき申しましたとおり、法人の設立、また今は農地の集積、また担い手

の育成等、また工事の現場等におきましても鋭意努力をしておりますが、先ほど議員さん

の指摘のとおり、再度認識を持ちまして、これからも今以上に努力していきたいと思いま

すので、よろしくお願いいたします。 

議長（稲田雅士君） これをもって質疑を終結いたします。 

 これより討論に入ります。 

              〔「なし」と呼ぶ者あり〕 
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議長（稲田雅士君） これをもって討論を終結いたします。 

 これより採決いたします。 

 お諮りいたします。 

 本案は原案のとおり決することに御異議ありませんか。 

              〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

議長（稲田雅士君） 御異議なしと認めます。よって、本案は原案のとおり可決されまし

た。 

         ―――――――――――――――――――――― 

  日程第６ 

議長（稲田雅士君） 日程第６、議案第４５号竹原市公共下水道の構造の技術上の基準等

に関する条例案を議題といたします。 

 事務局職員から議案を朗読させます。 

              〔事務局職員朗読〕 

議長（稲田雅士君） 市長から提案理由の説明を求めます。 

市長（小坂政司君） 議案第４５号竹原市公共下水道の構造の技術上の基準等に関する条

例案について、提案の理由を説明申し上げます。 

 本案は、下水道法の一部が改正され、公共下水道の構造の技術上の基準等について条例

で定めることとされたことに伴い、必要な規定を整備するものであります。 

 条例案の内容につきましては、公共下水道の排水施設及び処理施設に関する構造の技術

上の基準を定めるとともに、終末処理場の維持管理について定めるものであります。 

 何とぞ慎重に御審議いただいた上、適切な御決定をお願い申し上げます。 

議長（稲田雅士君） これより質疑に入ります。 

 １４番。 

１４番（小坂智徳君） 担当委員会でないもんで、１点だけ素人のような御質問をするん

ですが、例えば、次の工事から共同溝方式、いわゆるガスも電気も全て上下水道も入ると

いうボックスの場合、この条例案いうのは適用するんですか。その点だけ御答弁をいただ

きたいと思います。 

議長（稲田雅士君） 上下水道課長。 

上下水道課長（沖谷秀一君） ボックス工事といいますのが、公共下水道法第２条第３号

に規定する公共下水道には該当いたしませんので、構造上は準拠するというような格好に
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なろうかと思いますが、該当はいたしません。 

 以上です。 

議長（稲田雅士君） これをもって質疑を終結いたします。 

 これより討論に入ります。 

              〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

議長（稲田雅士君） これをもって討論を終結いたします。 

 これより採決をいたします。 

 お諮りいたします。 

 本案は原案のとおり決することに御異議ありませんか。 

              〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

議長（稲田雅士君） 御異議なしと認めます。よって、本案は原案のとおり可決されまし

た。 

         ―――――――――――――――――――――― 

  日程第７ 

議長（稲田雅士君） 日程第７、議案第４６号竹原市水道事業の布設工事監督者等に関す

る条例案を議題といたします。 

 事務局職員から議案を朗読させます。 

              〔事務局職員朗読〕 

議長（稲田雅士君） 市長からの提案理由の説明を求めます。 

市長（小坂政司君） 議案第４６号竹原市水道事業の布設工事監督者等に関する条例案に

ついて、提案の理由を御説明申し上げます。 

 本案は、水道法の一部が改正され、布設工事監督者に必要な資格等について条例で定め

ることとされたことに伴い、必要な規定を整備するものであります。 

 条例案の内容につきましては、市が行う水道の布設工事について、布設工事監督者を置

かなければならない工事を定めるとともに、布設工事監督者及び水道技術管理者に必要な

資格を定めるものであります。 

 何とぞ慎重に御審議いただいた上、適切な御決定をお願い申し上げます。 

議長（稲田雅士君） これより質疑に入ります。 

 ７番。 

７番（宮原忠行君） 法律に基づく条例改正いうのはなかなかわかりにくいところがあり
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まして、何で条例改正しなければならないのかなと、こういう感じしばしば持つわけであ

りますけれども、何点か確認させていただきたいと思います。 

 この水道条例に関しては水道法の改正と、こうなるわけでありますけれども、その前段

としては、地域主権改革法に基づく一連の改革の一環の条例改正と、このように理解して

よろしいのかどうか。この点について上下水道課長の答弁をいただきたいと思います。 

議長（稲田雅士君） 上下水道課長。 

上下水道課長（沖谷秀一君） 今回、上下水道課の提出させていただいた議案のうち２件

は、いわゆる地域主権改革関連一括法の公布により、今まで法律に定められていた基準な

どについて、地方公共団体の条例に定めることとされたことから、法令を十分に参酌した

条例案として提案させていただいているものでございます。 

議長（稲田雅士君） ７番。 

７番（宮原忠行君） 例えば、地方自治法の改正によりまして、公の施設への指定管理者

の導入が制度されましたよね。それで、それにかかわって、私もよくよくこの委員会と

か、本会議場でもいろいろ議論がなされるわけですけれども、今までの伝統的な考え方に

よれば公の施設は地方公共団体なり、そうした公の団体が管理運営するんよと、こういう

ことじゃったわけですよね。それで、さまざまな公の施設についても指定管理者制度を導

入することによって、民間の経験の英知であるとか、そうしたノウハウ等を持ってより効

率的な運営をしていくと。こういう形でされたと思うんですけれども、今回の条例改正法

もですね、実は地方自治法における指定管理制度の導入による公の施設への民間活力の導

入いいますかね。この水道条例に関しては、基本的に今まで地方公営企業たる水道事業

は、基本的に地方公共団体がみずから実施すると。一部いろんな面の委託等があるにして

もね。これで基本的に地方自治法における指定管理者制度の導入におけるような、いわば

水道事業における第三者機関、もっといえば民間活力の導入になるんか、あるいは先進自

治体の、例えば東京都であるとか、大阪府であるとかのような非常に先進的な水道施設の

設置運営管理等についてですね、そうしたいわば第三者の導入を図るような水道法の改正

ではなかったかと、このように考えるわけでありますけれども、この点について上下水道

課長の御答弁をいただきたいと思います。 

議長（稲田雅士君） 上下水道課長。 

上下水道課長（沖谷秀一君） 大都市におきましては、そういった法改正を受けまして指

定管理制度とか、包括民営制度とかっていって、業務委託等を実施しとる事例がございま
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す。 

 以上でございます。 

議長（稲田雅士君） ７番。 

７番（宮原忠行君） 最後になりますけれども、時間軸はさておいてですね、時間軸とい

うか、中・長期的な時間軸を含めて考えれば、例えば、そういう竹原市が公営企業たる水

道、あるいは下水道事業も含めてですね、まあ、下水道がどうなるかわからんけれども、

少なくとも水道事業においてはそうした第三者への委託というものも含めて、中・長期的

に考えればですよ、そうしたこともあり得るという条例改正と、このように考えておりま

す。その点について再度確認させていただきたいと思いますので、再度の上下水道課長の

答弁をお願いしたいと思います。 

議長（稲田雅士君） 上下水道課長。 

上下水道課長（沖谷秀一君） 今回の条例案につきましては、市が実施する地方公共団体

が実施する水道事業についての条例案でございますが、包括民営といった事案につきまし

ても、今後、他都市の条例等を十分参酌しながら検討してまいりたいと。議員のおっしゃ

られるとおりの時間軸の流れを感じております。 

 以上でございます。 

議長（稲田雅士君） ４番。 

４番（山村道信君） 済みません、ちょっと出おくれまして申しわけございません。 

 条文をずっと見させていただきまして、今、本当にいろんな工事をするときに、こうい

った資格というのが必要だとかというふうに規定されてきております。ここにおいても本

市において布設工事監督者の資格であるとか、一つ水道技術管理者の資格というふうにう

たわれてきたわけなんですが、具体的に言えば、これはどこが発行する資格であり、資格

証明書というのがあるんでしょうか。お願いいたします。 

議長（稲田雅士君） 上下水道課長。 

上下水道課長（沖谷秀一君） 端的に資格を証明する免状のものはあるかといいますと、

特にありませんで、経歴で判断いたします。 

 この資格につきましては、現在まで法令で定められていた基準でありまして、今後も本

基準を遵守することで水道施設の安全が確保できると考えているところでございます。 

 以上でございます。 

議長（稲田雅士君） ４番。 
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４番（山村道信君） ちょっとそこら辺が理解できないところなんですね。例えば、免許

なら免許資格、技能講習なら技能講習という、これ労働基準協会あたりが定めている資格

があるわけなんですが、これ関して経歴等で準ずるというふうに判断すればいいんでしょ

うか。そうしたときに、実際これに携わる業務の人たちが、じゃ、勝手にてんぷらで実は

こうなんだということで、これが認定されるわけでしょうか。そういったところが何かち

ょっと不理解でして、もう少し説明いただきたいなと思うわけですが。 

議長（稲田雅士君） 上下水道課長。 

上下水道課長（沖谷秀一君） 済みません。今回の条例案は地方公共団体である竹原市の

水道事業において工事の監督者と技術管理者、いわゆる監督員の資格要件をこういった年

数が必要ですよというところを定めておりますので、請負者においてそういったことが必

要だということではございません。市の中のそういった技術者の資格について必要な年数

を定めるといった内容でございますので、御理解いただくようよろしくお願いします。 

議長（稲田雅士君） ４番。 

４番（山村道信君） 済みません、最後の質問でございますが、事実、竹原市内の業者さ

んの中で、こういった資格を取得されている業者さん、あるいはそういったところの把握

はされているでしょうか。 

議長（稲田雅士君） 上下水道課長。 

上下水道課長（沖谷秀一君） 先ほども御説明申し上げていましたが、請負業者について

は、この資格ではなしに、建設業法に定める資格というふうな格好になろうかと思いま

す。 

 市の監督員及び検査員の必要な資格という内容でございますので、御理解のほどよろし

くお願いいたします。 

議長（稲田雅士君） これをもって質疑を終結いたします。 

 これより討論に入ります。 

              〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

議長（稲田雅士君） これをもって討論を終結いたします。 

 これより採決いたします。 

 お諮りいたします。 

 本案は原案のとおり決することに御異議ありませんか。 

              〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 
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議長（稲田雅士君） 御異議なしと認めます。よって、本案は原案のとおり可決されまし

た。 

         ―――――――――――――――――――――― 

  日程第８ 

議長（稲田雅士君） 日程第８、議案第４７号竹原市の議会の議員及び長の選挙における

選挙運動の公費負担に関する条例の一部を改正する条例案を議題といたします。 

 事務局職員から議案を朗読させます。 

              〔事務局職員朗読〕 

議長（稲田雅士君） 市長から提案理由の説明を求めます。 

市長（小坂政司君） 議案第４７号竹原市の議会の議員及び長の選挙における選挙運動の

公費負担に関する条例の一部を改正する条例案について、提案の理由を御説明申し上げま

す。 

 本案は、市長の選挙における候補者に係る選挙運動用ビラの作成の公費負担について、

必要な規定を整備するものであります。 

 改正の内容につきましては、市長の選挙における候補者に係る選挙運動用ビラの作成に

ついて、候補者がビラ作成業者に支払うべき金額のうち、選挙運動用ビラの作成単価に作

成枚数を乗じた額を、市がビラ作成業者に対して支払うこととするものであります。 

 何とぞ慎重に御審議いただいた上、適切な御決定をお願い申し上げます。 

議長（稲田雅士君） これより質疑に入ります。 

              〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

議長（稲田雅士君） これをもって質疑を終結いたします。 

 これより討論に入ります。 

              〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

議長（稲田雅士君） これをもって討論を終結いたします。 

 これより採決いたします。 

 お諮りいたします。 

 本案は原案のとおり決することに御異議ありませんか。 

              〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

議長（稲田雅士君） 御異議なしと認めます。よって、本案は原案のとおり可決されまし

た。 
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         ―――――――――――――――――――――― 

  日程第９ 

議長（稲田雅士君） 日程第９、議案第４８号竹原市公共下水道条例の一部を改正する条

例案を議題といたします。 

 事務局職員から議案の朗読をさせます。 

              〔事務局職員朗読〕 

議長（稲田雅士君） 市長から提案理由の説明を求めます。 

市長（小坂政司君） 議案第４８号竹原市公共下水道条例の一部を改正する条例案につい

て、提案の理由を御説明申し上げます。 

 本案は、下水道法施行令の一部が改正されたことに伴い、必要な規定の整備を行うもの

であります。 

 改正の内容につきましては、特定事業場から公共下水道または流域下水道に排除される

下水について、新たな規制物質として、１．４－ジオキサンに関する水質規制の基準が定

められたことに伴い、除害施設の設置等の措置を義務づける基準として、この規制物質に

関する基準を新たに加えることとするものであります。 

 何とぞ慎重に御審議いただいた上、適切な御決定をお願い申し上げます。 

議長（稲田雅士君） これより質疑に入ります。 

              〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

議長（稲田雅士君） これをもって質疑を終結いたします。 

 これより討論に入ります。 

              〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

議長（稲田雅士君） これをもって討論を終結いたします。 

 これより採決いたします。 

 お諮りいたします。 

 本案は原案のとおり決することに御異議ありませんか。 

              〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

議長（稲田雅士君） 御異議なしと認めます。よって、本案は原案のとおり可決されまし

た。 

         ―――――――――――――――――――――― 

  日程第１０ 
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議長（稲田雅士君） 日程第１０、議案第４９号竹原市都市計画公共下水道事業受益者負

担に関する条例の一部を改正する条例案を議題といたします。 

 事務局職員から議案を朗読させます。 

              〔事務局職員朗読〕 

議長（稲田雅士君） 市長から提案理由の説明を求めます。 

市長（小坂政司君） 議案第４９号竹原市都市計画公共下水道事業受益者負担に関する条

例の一部を改正する条例案について、提案の理由を御説明申し上げます。 

 本案は、特定環境保全公共下水道事業の実施に伴い、分担金の徴収について必要な規定

を整備するものであります。 

 改正の内容につきましては、今後の下水道事業計画により、特定環境保全公共下水道事

業の実施が見込まれておりますが、この事業の受益者から費用を徴収するに当たり、その

徴収の根拠が現行の条例における都市計画法に基づく受益者負担金ではなく、地方自治法

に基づく分担金となることから、条例において、分担金に関する規定を整備するものであ

ります。 

 何とぞ慎重に御審議いただいた上、適切な御決定をお願い申し上げます。 

議長（稲田雅士君） これより質疑に入ります。 

              〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

議長（稲田雅士君） これをもって質疑を終結いたします。 

 これより討論に入ります。 

              〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

議長（稲田雅士君） これをもって討論を終結いたします。 

 これより採決いたします。 

 お諮りいたします。 

 本案は原案のとおり決することに御異議ありませんか。 

              〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

議長（稲田雅士君） 御異議なしと認めます。よって、本案は原案のとおり可決されまし

た。 

         ―――――――――――――――――――――― 

  日程第１１ 

議長（稲田雅士君） 日程第１１、議案第５０号竹原市暴力団排除条例の一部を改正する
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条例案を議題といたします。 

 事務局職員から議案を朗読させます。 

              〔事務局職員朗読〕 

議長（稲田雅士君） 市長から提案理由の説明を求めます。 

市長（小坂政司君） 議案第５０号竹原市暴力団排除条例の一部を改正する条例案につい

て、提案の理由を御説明申し上げます。 

 本案は、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律の一部が改正されたことに伴

い、同法の規定を引用している条例について、引用条項の整理を行うものであります。 

 何とぞ慎重に御審議いただいた上、適切な御決定をお願い申し上げます。 

議長（稲田雅士君） これより質疑に入ります。 

 １４番。 

１４番（小坂智徳君） 条例ができて今回は改正になるわけでございますが、条例ができ

て今日まで竹原市の中で暴力団による事案、どのような事案、何件ぐらいあるのか。そし

て、竹原市内には組事務所、あるいは組員、あるいは準構成員といいますか、そういった

把握はどのようになっているのか、御答弁をいただきたいと思います。 

議長（稲田雅士君） まちづくり推進課長。 

まちづくり推進課長（大澤次朗君） まず、この条例を制定して竹原市においてこの条例

２の事案はあるかという部分と、今現在、竹原市に暴力団員の人数ということでありま

す。 

 この条例の制定後についての勧告事例等については、竹原市においてはございません

が、県内では７つ県の勧告事例の報告を受けております。 

 それと、暴力団員につきましては、竹原市には長江組が２０名という報告を受けており

ます。 

 以上です。 

（１４番小坂智徳君「構成員というのは把握していない

のか」と呼ぶ） 

 済みません、構成員のほうはちょっと今把握しておりません。大変申しわけないです。 

議長（稲田雅士君） これをもって質疑を終結いたします。 

 これより討論に入ります。 

              〔「なし」と呼ぶ者あり〕 
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議長（稲田雅士君） これをもって討論を終結いたします。 

 これより採決いたします。 

 お諮りいたします。 

 本案は原案のとおり決することに御異議ありませんか。 

              〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

議長（稲田雅士君） 御異議なしと認めます。よって、本案は原案のとおり可決されまし

た。 

 午後１時まで休憩いたします。 

              午前１１時５３分 休憩 

              午後 １時００分 再開 

議長（稲田雅士君） 休憩を閉じて会議を再開いたします。 

         ―――――――――――――――――――――― 

  日程第１２ 

議長（稲田雅士君） 日程第１２、議案第５１号平成２４年度竹原市一般会計補正予算

（第４号）を議題といたします。 

 事務局職員から議案を朗読させます。 

              〔事務局職員朗読〕 

議長（稲田雅士君） 市長から提案理由の説明を求めます。 

市長（小坂政司君） 議案第５１号平成２４年度竹原市一般会計補正予算（第４号）につ

いて、その概要を御説明申し上げます。 

 今回の補正予算につきましては、人事異動等に伴う人件費の過不足をほぼ全款にわたり

調整するほか、事業の実績見込み等に基づく過不足額を計上するとともに、各種事業費を

精算するものであります。 

 まず、歳出でありますが、議会費においては、人件費９３万４，０００円を減額計上し

ております。 

 総務費においては、人件費の減１，６５６万４，０００円、総務課一般事務に要する経

費として臨時職員賃金など３６６万４，０００円、平成２３年度国県支出金等精算に伴う

返還に要する経費として返還金３，３３５万円、広島海区漁業調整委員会委員選挙に要す

る経費として報酬などの減８３万４，０００円、合わせて１，９６１万６，０００円を追

加計上しております。 
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 民生費においては、人件費３，８０５万９，０００円、特別会計歳入補塡に要する経費

として国民健康保険特別会計繰出金１，０７６万５，０００円、介護保険特別会計繰出金

の減６６１万９，０００円、自立支援給付に要する経費として介護給付費や訓練等給付費

など４，９１８万１，０００円、保育事業に要する経費として代替保育士賃金など６１０

万３，０００円、施設整備に要する経費として保育所施設整備事業補助金８，６１９万

８，０００円、放課後児童クラブに要する経費として指導員報酬１５９万６，０００円、

母子父子家庭援護に要する経費として施設入所措置費３８５万４，０００円、合わせて１

億８，９１３万７，０００円を追加計上しております。 

 衛生費においては、人件費５８２万８，０００円、健康診査に要する経費として後期高

齢者健診委託料１４８万円、合わせて７３０万８，０００円を追加計上しております。 

 労働費においては、人件費７８万円を減額計上しております。 

 農林水産業費においては、人件費３４７万７，０００円を減額計上しております。 

 商工費においては、人件費３４９万７，０００円を追加計上しております。 

 土木費においては、人件費の減９３８万６，０００円、特別会計歳入補塡に要する経費

として公共下水道事業特別会計繰出金の減１，２３２万円、合わせて２，１７０万６，０

００円を減額計上しております。 

 教育費においては、人件費の減６，７６１万９，０００円、施設整備に要する経費とし

て忠海西小学校屋内運動場の耐震補強に係る工事請負費１，０００万円、合わせて５，７

６１万９，０００円を減額計上しております。 

 これに対し、歳入でありますが、歳出に係る特定財源として、国庫支出金２，６５１万

７，０００円、県支出金６，９３２万円、諸収入１４８万円、市債３，０４０万円を追加

計上するとともに、一般財源として、前年度繰越金７３２万５，０００円を追加計上し、

収支の均衡をとっております。 

 以上により、歳入歳出それぞれ１億３，５０４万２，０００円を追加し、予算総額は歳

入歳出それぞれ１２０億９，８２３万８，０００円となるものであります。 

 次に、繰越明許費について御説明申し上げます。 

 民生費においては、このたび補正予算として計上しております保育所施設整備事業補助

金について、事業完了が来年度となることから繰り越すものであります。 

 土木費において、新開地区都市再生整備事業については、施工に当たり関係者との協議

に不測の日数を要したため繰り越すものであります。 
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 何とぞ慎重に御審議いただいた上、適切な御決定をお願い申し上げます。 

議長（稲田雅士君） これより質疑に入ります。 

 １１番。 

１１番（松本 進君） それでは、忠海西小学校体育館の補強工事、耐震化工事について

伺います。 

 先ほど市長の説明がありましたように、今回の補正で忠海西小体育館の耐震補強工事

１，０００万円かけていう説明でありました。簡単な資料をいただいているのは、この補

強箇所、壁、ブレース新設が２カ所と、あとは鉄骨控柱新設３カ所という、この補強箇所

という説明資料をいただいておりますけれども、要するに今回の１，０００万円の工事に

よって、Ｉｓ値、現在、０．０４ということで最も危険な体育館という、学校施設ではで

すね、０．０４というＩｓ値ですから、大変危険な状況があったということで、今回の工

事によってこの０．０４のＩｓ値が幾らになるのか、そういった工事をされるのかという

ことの説明と、それに係って、今度はこの工事を完成した段階で市の教育委員会がことし

４月に通知しておりました体育館の使用ということがあって、大ざっぱに言えば、この忠

海西小の体育館で全学年を対象にした始業式や卒業式等の学校行事がありますし、体育授

業、跳び箱とか、マット運動とか、その学年に応じた体育館を活用する授業があります

し、ネットゲーム、ソフトバレー等々の学年ごとの授業があります。こういった耐震補強

工事をやって、市の教育委員会がことしの４月１日に出しているこの体育館で行う教育活

動ですよね、これが今度の補強によって全てできると、卒業式を含めてですね、というふ

うにちょっと解釈していいのかどうかを説明していただきたい。 

 それから３点目は、市の耐震化実施計画というのがありまして、先ほど言ったように、

Ｉｓ値がここは一番低いわけで、忠海西小体育館が一番低いということで、一番の計画に

入っていますけれども、０．３未満の３校の耐震化を２４年度、２５年度で実施するとい

う計画があります。ですから、この１，０００万円はやる、それで、耐震、Ｉｓ値の強度

がどこになるんかということが最初の１問の質問と、２つ目には、４月１日に教育委員会

が出した体育館の使用についてという通知の内容、この使用許可ということが実際可能な

のかどうか。それから３点目は、従来どおり、このＩｓ値０．３未満の耐震化を予定どお

り忠海西小体育館についてもやるのかどうか。そこらの３点を伺っておきたいと思いま

す。 

議長（稲田雅士君） 教育振興課長。 
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教育委員会教育振興課長（久重雅昭君） 忠海西小学校の屋内運動場の耐震化工事でござ

います。 

 忠海、現在、忠海地区は小中一貫校設立に向けて校舎整備、設計を行っております。そ

ういった小中一貫校に向けた準備を進めておりますので、平成２７年度開校を目指して準

備を進めております。 

 小中一貫校設立後は忠海西小学校の屋内運動場は使用しなくなる可能性があるというこ

とで、現時点では全面的な改修は難しいというふうに考えておりまして、このたびは応急

的な簡易補強を行うというものであります。 

 それで、Ｉｓ値でございますけれども、現在、Ｉｓ値が０．０４となりますけれども、

この工事によりまして、Ｉｓ値が０．３１程度に上がるんではなかろうかというふうに考

えております。 

 その改修後の使用についてでございますけれども、これはまた学校とも協議をしながら

決めていきたいというふうに思いますけれども、ほぼ使用できるんではなかろうかという

ふうには思っております。 

 ほかのＩｓ値が０．３未満の学校施設につきましては、竹原小学校、賀茂川中学校、来

年度、耐震化工事を実施する予定としております。 

 以上です。 

議長（稲田雅士君） １１番。 

１１番（松本 進君） 確認ということを含めて質問になろうかと思うんですが、要する

に現在のＩｓ値、忠海西小体育館のＩｓ値が０．０４、これが０．３になるというふうに

説明があったと思うんですが、それで確認したいのと。 

 その０．３になれば、先ほど教育委員会がことしの４月１日に体育館の使用についてと

いう通知を出しておりますけれども、この使用許可、さっき言った全校生徒とか、各学年

での体育授業とかいうことはいろいろ協議して、十分可能だというふうにもう一回確認を

しておきたいというふうに思います。 

 それから、ちょっと気になったのは、小中一貫教育のかかわりでの準備で平成２３年度

という、全面改修は難しいというような御答弁があったというふうに私は理解するんです

けど、私は大変驚きを持って今の答弁聞いたんですね。私は、いろいろ小学校、中学校、

市民の体育館等は市民の避難施設とかいろいろありますから、とりわけやっぱり子供さん

のいうんで一定程度やっぱり安全性を担保しないと、それがまだ不十分なのに、２５年
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度、２６年度、２７年度に小中一貫教育の準備を進めているから、どうなんですかね、そ

こは。そこはもうちょっとね、私はこういった小学校、中学校等、コストとか無駄に金と

かいうんじゃなくて、全面的にもうそこで改修すると。そこを保護者の皆さんが、あっ、

それなら安心だという、全面改修があってこそ初めて市としての責任が、教育者としての

責任が果たせるんじゃないんですかね。お金がないからちょっと我慢してくれよと、臨時

に１，０００万円やったけれども、あと２４年、２５年、０．３で地震が来た場合はわか

らんよという姿勢では私は余りにも無責任だと。そう思わざるを得ませんね、何かねえ。

だから、あえて私はこの間ちょっと総務文教委員会の傍聴させてもらって、端的に言え

ば、この１，０００万円やったら、小中一貫教育やるから、それ以後は使わんようになる

からという、そこの一貫教育の準備のとこにだけに合わせてね、２４年度、２５年度、２

６年度、どうするんですか。保護者が納得するんですかね。 

 教育長、そこはぜひあなたから責任持ってね。０．３程度でも大丈夫じゃと、ほかのと

ころ、賀茂川中学校０．２８なんですよ。竹小は０．１２だからね、危ないからっていう

んで、さっき言った０．３未満は２４年度、２５年度で改修しますということをやってい

るのに、何でここだけ外すんですか。安全性は担保されんのに、それで保護者に説得でき

るんですか。そのことを３点目としてはぜひ明確に答えていただきたい。 

議長（稲田雅士君） 教育振興課長。 

教育委員会教育振興課長（久重雅昭君） 忠海西小学校の耐震化の関係でございますけれ

ども、先ほど申し上げました理由ということで、現時点では全面的な改修はなかなか厳し

いというふうに考えております。で、このことについては保護者の方にも説明をさせてい

ただいております。で、ＰＴＡの役員、また体育館の利用団体の代表者にお話をさせてい

ただき、全面改修ではなく、簡易改修の方向で進めることを説明させていただき、おおむ

ね理解をしていただいたというふうに思っております。 

 また、ＰＴＡの役員の方から簡易改修でもいたし方ないと、とにかく急いで今の状態を

何とかしてくださいといったような要望もございまして、今回、２５年度改修予定を前倒

しをして２４年度で改修をさせていただこうというふうに思っていますので、よろしくお

願いします。 

議長（稲田雅士君）１１番。 

１１番（松本 進君） あのね、ここは教育長が責任持って答えにゃいけんよね。いろい

ろ協議してとか、ＰＴＡの理解とかいろいろあるかもしれんけれども、そういった説明責
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任はしなくちゃいけない、そこを私は言っているんじゃないんです。この小・中学校の耐

震化計画、これ去年２月、私は資料をもらっているんですが、ここにはＩｓ値が０．３未

満の３校について２４年度、２５年度実施しますよと、竹小は改築ですよ、賀茂川中学校

は補強工事ですよ、これはどこにあるかいうたら、震度６強に耐える、そこが来ても少な

くとも安全の担保のためのあれでしょう。それが今の、特に阪神・淡路大震災以降の大き

な教訓の一つで、いろいろこういう、今回の、去年の地震等もありまして、特に強調され

ている。 

 ですから、私が言ったのは、この計画を小中一貫教育があるから変えるということなん

ですよ。せっかくの全面改修っていうのは、この０．０４を２４年度と２５年度で一番弱

い忠海西小の体育館の分を補強工事をやる、実施設計を来年やって、２５年度は工事をや

るというふうにちゃんとなっている。これを変えるということですからね。だから、それ

は確かにいろいろ保護者とか説明されてるんでしょうけれども、きちっと教育長が責任持

って答えにゃいけんよね。これを変えるんだから、大きな方針を。私が今まで言ってきた

のは、この震度６強の地震に耐えるような耐震補強工事、改修工事やらなくちゃいけな

い。いろんな人がいろいろ出しましたよ、意見を。まあ、予算がいろいろあるんでしょう

から、最低限この０．３未満を２４年度、２５年度でやる、こういった最低限の基準を変

えるいうことになるんですよ。保護者の理解というのは確かに必要なんだろうけれども、

私は教育者の視点をあなたに聞いているわけだから。それは松本、心配ないと、０．３で

も震度６強が来ても大丈夫じゃというのは、公の場で言ってくれないと困るよね、それ

は。せっかくこういう計画を変えるんだからね。ちゃんとそこはやってくれんと、保護者

に責任持てんよ。ええかげんに説明しちゃいかんよね、あなたは。だから、この計画では

私は遅いと思うけれども、前倒しでやれえという意見は出してますけどね。せっかくやっ

た２４年度、２５年度での補強工事をやると、パーフェクトじゃないかもしらんけれど

も、震度６強には耐えるようなね、最低限やろうじゃないかという基準じゃないですか。

それを変えるんじゃからね。１，０００万円でやっても０．３程度でしょう、はっきりわ

しもわからんけれども。０．３じゃったら、やらにゃいけないじゃないですか、改築、補

強工事を。だから、わしも大きか声で聞くよ、最後だから。 

 この計画を変えるということは、地震が来んなら、そりゃ来んことが一番いいし、誰も

望んどるわけじゃないし、しかし、我々はいろんな政治家や行政の執行者は、この計画に

基づいて、これでやっぱり一旦決めてやろうと、これじゃったら、まあ６強の地震が来て
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も何とかクリアできるだろうと、私はこれは最低限の基準、補強計画だと思いますよ。こ

れをやっぱり変えるということは、よっぽどあなたが別の指針でやらないといけないです

よ。ですから、私はもうそこを０．３になったとしても、１，０００万円の補強工事をや

って０．３になったとしても、改修工事の基準から外れとるわけじゃなしに、予定どおり

やっぱりやらなくちゃいけないんじゃないんかということを私は言いたいわけですよ。だ

から、小中一貫教育があるから二重投資になるというレベルの問題じゃない。命に係る問

題は、私はそのコストでははかれない、無条件でやるべきじゃないんですかね。そこをは

っきりしてくださいよね。だから、教育者として教育長トップとして、安全を担保できと

るよ、松本、そんなこと心配せんでええと、０．３になる、でも、震度６強来たとしても

潰れることはないと、だから、ここの忠海西小だけはああするんじゃと、そこを明確にぴ

しっと答えてくださいよね。そうでないと、安全、せっかくやった計画を変えるんだから

という、これは繰り返し言うけどね、責任ある答弁してください。 

議長（稲田雅士君） 教育長。 

教育長（竹下昌憲君） 松本議員おっしゃいますように、学校教育におきましては、安

心・安全な教育環境づくりというのは大変重要な中身であるというふうに認識をいたして

おります。 

 今回の改修工事に関しまして、０．３１という数値、Ｉｓの数値が出ておりますけれど

も、学校行事、あるいは体育の授業等々、体育館を使う活動に関しましては十分可能であ

ろうかというふうに捉えております。 

 また、今後におきましては、市長部局、あるいは保護者、あるいは地元の住民の方と十

分に協議してまいりますので、よろしく御理解のほどお願い申し上げます。 

議長（稲田雅士君） これをもって質疑を終結いたします。 

 これより討論に入ります。 

              〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

議長（稲田雅士君） これをもって討論を終結いたします。 

 これより採決いたします。 

 お諮りいたします。 

 本案は原案のとおり決することに御異議ありませんか。 

              〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

議長（稲田雅士君） 御異議なしと認めます。よって、本案は原案のとおり可決されまし



- 141 - 

た。 

         ―――――――――――――――――――――― 

  日程第１３ 

議長（稲田雅士君） 日程第１３、議案第５２号平成２４年度竹原市国民健康保険特別会

計補正予算（第２号）を議題といたします。 

 事務局職員から議案を朗読させます。 

              〔事務局職員朗読〕 

議長（稲田雅士君） 市長から提案理由の説明を求めます。 

市長（小坂政司君） 議案第５２号平成２４年度竹原市国民健康保険特別会計補正予算

（第２号）について、その概要を御説明申し上げます。 

 まず、歳出でありますが、人事異動等に伴い、人件費について調整した結果、人件費

１，０７６万５，０００円を追加計上しております。 

 諸支出においては、特定健診等事業費精算に伴う返還金に要する経費として、過年度返

還金３０万円、合わせて１，１０６万５，０００円を追加計上しております。 

 これに対し、歳入でありますが、繰入金１，０７６万５，０００円を追加計上するとと

もに、前年度繰越金３０万円を追加計上し、収支の均衡をとっております。 

 以上により、歳入歳出それぞれ１，１０６万５，０００円を追加し、予算総額は歳入歳

出それぞれ３７億４，８１５万９，０００円となるものであります。 

 何とぞ慎重に御審議いただいた上、適切な御決定をお願い申し上げます。 

議長（稲田雅士君） これより質疑に入ります。 

              〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

議長（稲田雅士君） これをもって質疑を終結いたします。 

 これより討論に入ります。 

              〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

議長（稲田雅士君） これをもって討論を終結いたします。 

 これより採決いたします。 

 お諮りいたします。 

 本案は原案のとおり決することに御異議ありませんか。 

              〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

議長（稲田雅士君） 御異議なしと認めます。よって、本案は原案のとおり可決されまし
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た。 

         ―――――――――――――――――――――― 

  日程第１４ 

議長（稲田雅士君） 日程第１４、議案第５３号平成２４年度竹原市公共下水道事業特別

会計補正予算（第１号）を議題といたします。 

 事務局職員から議案を朗読させます。 

              〔事務局職員朗読〕 

議長（稲田雅士君） 市長から提案理由の説明を求めます。 

市長（小坂政司君） 議案第５３号平成２４年度竹原市公共下水道事業特別会計補正予算

（第１号）について、その概要を御説明申し上げます。 

 まず、歳出でありますが、人事異動等に伴い、人件費について調整した結果、３５８万

円を減額計上しております。 

 これに対し、歳入でありますが、歳出に係る特定財源として諸収入８７４万円を追加計

上するとともに、一般会計からの繰入金について１，２３２万円を減額計上し、収支の均

衡をとっております。 

 以上により、歳入歳出それぞれ３５８万円を減額し、予算総額は歳入歳出それぞれ７億

４，９４０万８，０００円となるものであります。 

 何とぞ慎重に御審議いただいた上、適切な御決定をお願い申し上げます。 

議長（稲田雅士君） これより質疑に入ります。 

              〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

議長（稲田雅士君） これをもって質疑を終結いたします。 

 これより討論に入ります。 

              〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

議長（稲田雅士君） これをもって討論を終結いたします。 

 これより採決いたします。 

 お諮りいたします。 

 本案は原案のとおり決することに御異議ありませんか。 

              〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

議長（稲田雅士君） 御異議なしと認めます。よって、本案は原案のとおり可決されまし

た。 
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         ―――――――――――――――――――――― 

  日程第１５ 

議長（稲田雅士君） 日程第１５、議案第５４号平成２４年度竹原市介護保険特別会計補

正予算（第１号）を議題といたします。 

 事務局職員から議案を朗読させます。 

              〔事務局職員朗読〕 

議長（稲田雅士君） 市長から提案理由の説明を求めます。 

市長（小坂政司君） 議案第５４号平成２４年度竹原市介護保険特別会計補正予算（第１

号）について、その概要を御説明申し上げます。 

 まず、歳出でありますが、人事異動等に伴い、人件費について調整した結果、６６１万

９，０００円を減額計上しております。 

 これに対し、歳入でありますが、一般会計からの繰入金について同額を減額計上し、収

支の均衡をとっております。 

 以上により、歳入歳出それぞれ６６１万９，０００円を減額し、予算総額は歳入歳出そ

れぞれ３２億８，４７２万４，０００円となるものであります。 

 何とぞ慎重に御審議いただいた上、適切な御決定をお願い申し上げます。 

議長（稲田雅士君） これより質疑に入ります。 

              〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

議長（稲田雅士君） これをもって質疑を終結いたします。 

 これより討論に入ります。 

              〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

議長（稲田雅士君） これをもって討論を終結いたします。 

 これより採決いたします。 

 お諮りいたします。 

 本案は原案のとおり決することに御異議ありませんか。 

              〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

議長（稲田雅士君） 御異議なしと認めます。よって、本案は原案のとおり可決されまし

た。 

         ―――――――――――――――――――――― 

  日程第１６・日程第１７ 
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議長（稲田雅士君） 日程第１６、議案第４０号平成２３年度竹原市歳入歳出決算認定に

ついて並びに日程第１７、議案第４１号平成２３年度竹原市水道事業決算認定についてを

一括議題といたします。 

 事務局職員から報告文を朗読させます。 

              〔事務局職員朗読〕 

議長（稲田雅士君） 決算特別委員会委員長から報告を求めます。 

決算特別委員会委員長（宮原忠行君） 決算特別委員会委員長報告をさせていただきます

前に、まず、おおよそ１時間かかろうか思いますので、その点、よろしく御了承のほどお

願いをいたしたいと思います。 

 ただいま事務局が朗読いたしましたとおり…… 

              （発言する者あり） 

 御静粛にお願いいたします。 

              （「はい」と呼ぶ者あり） 

 ただいま事務局が朗読いたしましたとおり、本委員会に付託されました議案第４０号平

成２３年度竹原市歳入歳出決算認定について並びに議案第４１号竹原市水道事業決算認定

について、審査の経過及び結果について報告いたします。 

 平成２４年９月１４日に６名で構成される本委員会に付託を受けて以来、８回の委員会

を開催し審査をいたしました。審査に当たりましては、予算の執行が関係法令の規定に準

拠し、適正かつ公正、効率的に執行され、予測された政策効果が達成されているか、歳入

は予算計上額が確保されているか、また、歳出は予算に計上されたとおり執行されている

か、さらに財産が適法かつ公正に維持管理されているか等について、決算書並びに附属資

料はもとより、関係帳票、さらには従前を上回る資料の提出と説明を求めるとともに、地

域情報基盤整備事業に係る公有財産の管理状況、ＮＰＯ法人への補助金等に係る支出が適

法になされているかの２点について現地調査を実施し、慎重に審査を行いました。 

 初めに、議案第４０号平成２３年度竹原市歳入歳出決算認定については、次のとおり指

摘と要望、意見を付し、賛成多数で認定すべきものと決定いたしました。 

 我が国の経済情勢は債務危機に端を発したヨーロッパの経済不況や世界の工場として世

界経済を牽引してきた中国経済の成長鈍化と労働問題に端を発した経済摩擦問題というダ

ブルショックにより、自動車産業や電気産業、観光産業を初めとする国内産業が打撃を受

けていることに加えて、減税の期限切れと厳しい歳出抑制策を強いられるというアメリカ
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財政の崖問題による影響が予測され、深刻な景気後退局面を迎えようとしています。 

 こうした国内外の深刻な閉塞状況にもかかわらず、本市を取り巻く経済状況は、電発新

１号機建設や市内主力企業の電池工場の稼働と竹原工業・流通団地へのメガソーラーやペ

ットフード総合卸売業者の相次ぐ立地によって展望が開けつつあります。また、震災特需

による発電力の大幅増により、法人市民税は当初予算を７，８９７万１，４３６円上回る

３億５，８８４万４，４３６円と、３年前の水準を回復することとなりました。 

 こうした状況の中で、平成２３年度一般会計歳入歳出決算において、引き続き実質収支

２億８，１１７万３，０００円の黒字を確保されたことについての財政運営に係る努力は

高く評価されるべきものと考えます。 

 しかしながら、平成２３年度一般会計における歳入決算額は１２１億１，０９３万５，

４６９円であり、予算現額１２７億５，７０８万２６２円を６億４，６１４万４，７９３

円、率にして５．０６％下回っています。 

 その要因としては、市税の決算額が予算現額を１，４４４万９，２２４円、率にして

０．３６％上回り、対前年度比で１，２９９万８，９００円増加したこと、また、地方交

付税が予算現額と比較して１億２，３２０万８，０００円増加したにもかかわらず、国庫

支出金が予算現額と比較して７，９３７万３，７８８円、率にして５．８１％下回ったこ

と、さらには県支出金が予算現額と比較して３億６，４０６万８，３２８円、率にして２

２．８％下回ったこと等が上げられます。 

 市税における予算現額と決算額との差額、すなわち剰余金との比較では、平成２３年度

は前年度と比較して約１４．０９倍となる１，４４４万９，２２４円、収納率において

０．７２％向上し、平成２２年度決算特別委員長報告において指摘した財政弾力性を改善

するとともに、平成２４年度においては税務課徴収係職員１名を増員し、自主財源確保の

努力がされていることについて、決算特別委員会として一定の評価をさせていただきま

す。 

 しかしながら、一定の改善が見られ、実質収支の黒字化が維持されているとはいえ、歳

入予算に対する歳入欠陥額は依然として大きなものがあり、歳入は、予算に計上された額

が確保されているかという決算審査の重点事項とされている観点からすれば、課題が残さ

れています。 

 以上のことを前提として歳入について申し上げます。 

 平成２３年度の市税の徴収率は前年度を０．７２％上回る９２．８８％となっていま
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す。その内訳は次のようになっています。 

 個人市民税の収納率については前年度を１．５６％上回る９２．８７％、法人市民税に

ついても対前年度比で１．１８％上回る９６．４８％、固定資産税も対前年度比０．１

１％増の９１．８７％、軽自動車税も対前年度比０．５２％増の９１．２１％となってい

ることを報告させていただきます。 

 次に、使用料について申し上げます。 

 竹原市民館使用料収入の予算額は４２３万８，０００円となっていますが、決算額は３

８７万４，０７６円であり、額にして３６万３，９２４円、率にして８．５％下回ってい

ます。 

 なお、平成１９年度以降、５年連続して歳入欠陥状態が続いています。 

 住宅使用料についても、予算現額７，１２９万７，０００円に対して、決算額は６，６

４９万２，２９４円であり、４８０万４，７０６円、６．７４％下回っており、平成２１

年度以降、３年連続して歳入欠陥となっています。 

 教育使用料の幼稚園使用料についても、当初予算６９５万４，０００円に対して、決算

額は６２７万６，７００円となっており、額にして６７万７，３００円、率にして９．７

４％下回っています。しかも、平成１８年以降に限ってみても、６年連続して歳入欠陥状

態が続いています。また、美術館入館料についても、当初予算額６７万円に対して、決算

額は１９万８，０４０円であり、額にして４７万１，９６０円、率にして７０．４４％も

下回っており、幼稚園使用料同様、平成１８年以降に限ってみても、６年連続して歳入欠

陥状態となっています。さらに、特別展入場料についても、当初予算３９２万円に対し

て、決算額は３１４万１，８００円であり、額にして７７万８，２００円、率にして１

９．８５％下回っています。美術館使用料についても、２０万４，０００円の当初予算に

対する決算額は２２万２，６８１円であり、９．１６％下回っています。 

 駐車場使用料については、予算現額１１６万８，０００円に対して３４０万７，０５０

円となっていますが、当初予算比で超過額は２２３万９，０５０円であり、約２倍となっ

ています。平成１８年度以降、６年連続して決算額が当初予算額を大きく上回っており、

予算編成時における要求、査定の両面における問題が内在化していることを指摘せざるを

得ません。財政民主主義の予算厳密性の原則にのっとった予算編成の実現が望まれるとこ

ろです。 

 督促手数料については、納税、納付者の納付手段の選択可能性の多様化によるサービス
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と収納率向上に向けたコンビニエンスストアにおける納税、納付を可能とする督促手数料

廃止のための竹原市手数料条例が平成２１年１２月第４回定例会議において可決、成立

し、既に２年が経過しました。しかしながら、市税において２，２００件分、１１万円の

予算に対して、１，２５６件分、６万２，８００円の決算額が計上されています。また、

国民健康保険税についても１，３６０件分、６万８，０００円の予算に対して、６６９件

分、３万３，４５０円の決算額が計上されています。さらに、介護保険料についても６０

件分、３，０００円の予算に対して、１１９件分、５，９５０円の決算額が計上されてい

ます。予算要求、査定、決済、会計課収納に係る各行政過程のコンプライアンスに関する

認識が問われており、早急に改善される必要があることを指摘せざるを得ません。 

 諸収入、雑入の当初予算額は９，７９２万９，０００円でしたが、決算額は１億５９９

万７，９８９円となっており、当初予算比で８０６万８，９８９円、率にして８．２４％

の増額となっています。その要因は、広島県市町村振興協会市町村交付金の１，２７４万

５，２６９円を初めとする９事業について、当初予算に計上されていなかった決算額が、

総額２，０９０万８，７０２円に上っていることが上げられます。予算編成時における財

源補足と予算編成作業における事業選択等々の問題に鑑みるとき、また、議会における予

算の民主的統制という観点から見て、決して見過ごすことのできない問題であり、平成２

５年度の予算編成においては、全ての財源補足に努め、前述した予算総計主義の原則を初

めとする完全性の原則、厳密性の原則等々の財政民主主義の諸原則を貫徹するための職員

の意識改革を初めとする体制整備を急ぐ必要のあることを指摘しておきます。 

 国民健康保険特別会計における歳入決算額３６億４，７７１万６，９４０円は、予算現

額３８億９，５０６万６，０００円を２億４，７３４万９，０６０円、率にして６．３

５％下回っています。この歳入欠陥状況を前年度と比較してみると、額にして１億６９６

万９，８１９円、率にして７６．２０％拡大しています。その理由としては、国民健康保

険財政の骨格を形成する国民健康保険税における予算現額と決算額との差額が、前年度と

比較して額にして７１８万２，１３６円、率にして２７５．９８％上回ったにもかかわら

ず、国庫支出金が２，７２０万４，３２５円、療養給付費等交付金が３，４１９万３，７

０３円、共同事業交付金が２，４７７万１，６４６円下回ったこと等によるものです。ま

た、一般会計からの法定繰入金が当初予算において１億８，６４３万５，０００円計上さ

れていたものが、決算額としては予算額と比較して１，３８２万４，３９６円、率にして

７．４２％減額となったこと、さらに国民健康保険財政調整基金からの繰入金が当初予算
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において２億３，９０６万３，０００円計上されていたものが、決算額としては予算額と

比較して１億７，５０６万３，０００円、率にして７３．２３％減額となる６，４００万

円となったこと等が上げられます。 

 介護保険特別会計における予算現額と決算額との差額は７，１６６万７，６３４円、率

にして２．２７％下回っています。これを前年度と比較すれば、額にして１，２５９万

１，４０５円、率にして０．４１％圧縮、改善されています。しかしながら、介護保険料

においては予算現額５億１，２００万４，０００円に対して、決算額は５億４７７万２，

６４１円となっており、額にして７２３万１，３５９円、率にして１．４１％下回ってい

ます。これを前年度との比較で見れば、額にして３２４万９，４１３円、率にして０．６

３％悪化しています。 

 なお、介護保険料について特筆すべきことは、平成２１年度までは決算額が予算現額を

上回る黒字状態が続いていましたが、平成２２年度並びに２３年度決算において連続して

決算額が予算現額を下回るという歳入欠陥状態が続いており、しかも、拡大しているとい

うことです。その要因の一つは、普通徴収保険料の徴収率が平成１８年度以降に限ってみ

ても、６年連続して低下していることが上げられます。予算編成並びに徴収体制、職員の

意識を含む抜本的な改革が焦眉の急務であることを指摘しておきます。 

 後期高齢者医療特別会計における決算額３億８，０７２万７，８６１円は、予算現額３

億８，８３３万円を額にして７６０万２，１３９円、率にして１．９６％下回っていま

す。これを前年度と比較すれば、額にして３６０万１，０２８円、率にして０．９２％と

歳入欠陥状態が拡大しています。 

 こうした歳入欠陥状態を後期高齢者医療保険料について見ると、平成２０年度の制度発

足以来、一貫して続いており、予算編成時における最大の課題の一つとなっていることが

うかがわれます。後期高齢者医療保険料が国民健康保険税や介護保険料と異なって、竹原

市の課税自主権に基づくものではなく、広島県後期高齢者医療広域連合が算定した保険料

の分賦を受けて、各納付義務者に配賦するという仕組みから来る構造的な問題をはらんで

いることが大きな要因として考えられるところであり、問題解決のための制度並びに運用

の抜本的な改革が求められています。広域連合に対し問題提起をし、抜本的改革を実現し

て、予算編成上の障害の除去と保険料賦課に対する信頼性の向上が急務となっていること

を指摘させていただきます。 

 いずれにしても、介護保険料、後期高齢者医療保険料における歳入欠陥状態の常態化は
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従来の歳入見積もりの修正ないしは方向転換の必要性を明示しているものであり、平成２

５年度予算編成においては決算数値等に基づく客観的かつ的確な歳入見積もりをする必要

と、やむを得ない事情により決算額が議会承認に係る予算現額を下回る場合には、減額補

正予算を組み、議会承認を経て、社会保障制度等に係る受益と負担の関係性を常に民主的

政治統制のもとに置き、そのバランスの維持に政治的緊張関係を保たせる必要があること

を昨年度同様に指摘せざるを得ないところであり、早急なる改善を求めるところでありま

す。 

 港湾事業特別会計についても、決算額が予算現額を１０６万７，１４７円、率にして

２．４３％下回っています。しかしながら、前年度との比較では歳入欠陥額は１１１万

５，６４４円、率にして２．７％圧縮、改善されています。 

 なお、平成２２年度決算において指摘した２０７万３，１５２円の港湾施設使用料未収

入問題については、完済されていることを報告させていただきます。 

 公共下水道事業特別会計における決算額６億２，３４８万５，１９３円についても、予

算現額を１，８７７万８０７円、率にして２．９２％下回っています。これを前年度と比

較すれば、歳入欠陥額は１，８８３万８，４５９円、率にして５０．０９％圧縮、改善さ

れています。その理由としては、下水道負担金の決算額が予算現額９２７万６，０００円

を２７０万１，８００円上回る１，１９７万７，８００円となっていること、また、下水

道使用料の決算額についても、予算現額４，５８６万円を２２万１，２６９円、率にして

０．４３％上回ったこと等が上げられます。 

 なお、平成２３年度の下水道使用料収入については、平成１８年度の終末処理場供用開

始時の２１３万７，６１４円と比較して、約２１．５５倍の４，６０８万１，２６９円と

なっています。 

 次に、国民健康保険税、介護保険料、後期高齢者医療保険料の収納状況について申し上

げます。 

 国民健康保険税については、現年度課税分が対前年度比０．１０％増の９３．６１％と

なっており、平成２１年度において特別調整交付金が交付されなかった緊急事態を前年度

同様、回避したことは評価されるべきものと考えます。滞納繰越分についても対前年度比

１．４５％増の１１．５３％、全体で０．３２％増の６９．９１％となっています。 

 介護保険料の収納率については、前年度を０．２０％下回る９７．９５％となっていま

す。市税、国民健康保険税、後期高齢者医療保険料の収納率がそれぞれ前年度を上回って



- 150 - 

いるにもかかわらず、介護保険料だけが前年度を下回っていることを指摘しておきます。 

 後期高齢者医療保険料の収納率についても、前年度を０．０９％上回る９９．３３％と

なっています。 

 還付未済額について申し上げます。 

 市税における還付未済額は１６万８，３０１円、収入済額４０億７，９０４万５，２２

４円に対する比率では０．００４１３％となっています。これに対して国民健康保険税に

ついては収入済額６億１，８７２万２，５７２円であるのに対して、還付未済額は３４万

９，３３３円であり、収入済額に対する比率は０．０５６４６％となっており、市税と比

較すれば１桁違う高率となっています。 

 介護保険料についても、収入済額５億４７７万２，６４１円に対して、還付未済額は３

０万９，０９３円、収入済額に対する比率では０．０６１２３％となっています。さら

に、後期高齢者医療保険では、収入済額２億７，３４４万９，４０９円に対する還付未済

額は４１万４，３３０円であり、収入済額に対する比率は０．１５１５２％となってお

り、国民健康保険税や介護保険料に比べて異常に高い数値となっています。 

 いずれにしても、市税と比較して、国民健康保険税、介護保険料、後期高齢者医療保険

料等社会保障に係る納付、納入金の還付未済率が高くなっており、しかも、その傾向は長

期、固定化しており、構造的な問題となっていることを指摘せざるを得ません。抜本的な

改革を求めます。 

 平成２３年度一般会計における不納欠損額は前年度と比較して３，３５２万４，６８２

円、率にして６５．９１％減の１，７３３万８，６４６円となっています。また、平成２

２年度決算において指摘した地方税法第１８条に規定する消滅時効による不納欠損は対前

年度比７３万１，４３３円減の２４８万４，１８４円であり、不納欠損全体に占める構成

比は対前年度比１２．０３％増の１８．９８％となっています。消滅時効制度は権利の上

にあぐらをかいて債権保全の権利を行使しない者を保護する必要はないという市場主義社

会における大原則に基づくものであり、市民の財産である租税債権保全義務を有する行政

としてあってはならないこととされています。また、そのことは地方税法が規定している

徴収猶予、換価の猶予、滞納処分の執行停止等々の行政救済措置が適切かつ有効に機能し

ていないことのあらわれであり、早急に是正される必要があることを指摘しておきます。 

 国民健康保険税における不納欠損額２，１６３万７．９８６円は、前年度と比較して、

額にして４８５万９，３０４円、率にして２８．９６％増加しています。 
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 介護保険料における不納欠損額６７万６，１８６円は、前年度と比較して、額にして４

３万３１７円、率にして３８．８９％減の６７万６，１８６円となっています。 

 水道使用料における不納欠損額８７万８，４５４円は、前年度と比較して１万７，１３

４円、率にして１．９１％減少しています。 

 歳入について総じて言えば、前述したとおり、実質収支の黒字化が維持され、財政の持

続可能性が引き続き維持されていることについては高く評価されるべきものであります。

しかしながら、財源の予測と補足等々について、財政民主主義の根幹を形成する予算完全

性の原則、厳密性の原則、また、手数料等市民の財政的負担については、必ず条例に基づ

かなければならないという条例主義の理念、原則を再確認されることが焦眉の急務となっ

ていることを指摘せざるを得ません。 

 歳出については、決算審査の着眼点とされている、歳出は予算に計上されたとおり執行

されたかという観点から、不用額について申し上げます。 

 平成２３年度一般会計歳入歳出決算における不用額は４億３，９４２万９，８６９円で

あり、前年度と比較すれば７億２，６６０万９，４４５円、率にして６２３．１４％減と

なっています。その内訳は次のとおりとなっています。 

 総務費の不用額は前年度との比較において２億１，７０９万５，４４６円、率にして８

１．２２％減の５，０１８万７，１７７円となっています。また、総務費の不用額が一般

会計決算における不用額に占める割合は１１．４２％であり、総務費の不用額のうち総務

管理費が９１．３５％を占める４，５８４万６，２３８円となっています。 

 なお、総務費・一般管理費の人材育成に要する経費に係る自主研究グループ活動助成費

については、平成１５年度に予算額２０万円でスタートしましたが、決算額は１０万円で

あり、半額が不用額となっていました。その後、平成２３年度に至るまで同額が予算化さ

れてきましたが、平成２２年度の４万５，６２７円の執行を除いては全て不用額となって

いることを指摘しておきます。 

 民生費の不用額は前年度との比較において７８９万３，７６５円、率にして５．８２％

増の１億４，３４４万４，６１５円であり、一般会計決算不用額に占める割合は３２．６

４％となっています。 

 民生費の不用額のうち社会福祉費の不用額は７，６１３万９，６６６円で、民生費の不

用額の５３．０８％を占めています。 

 なお、前年度との比較では、額にして１，３１２万１１１円、率にして２．０８％増加
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しています。 

 次に、民生費不用額において占有率の高いのが生活保護費の不用額４，０６１万２，７

６７円であり、２８．３１％を占めており、前年度との比較では額にして５７１万５，２

１０円、率にして１６．３７％増加しています。また、障害者福祉費の不用額は１，８６

９万７，２９５円で、民生費の不用額の１３．０３％を占めており、前年度との比較では

額にして４７６万８，５４６円、率にして３４．２４％増加しています。障害者福祉費・

地域生活支援事業に要する経費の扶助費に係る成年後見制度については、平成１９年度に

予算化されて以来、５年間未執行となっており、制度に対する啓発もしくは運用の改善を

図る等、抜本的改革が求められています。さらに、保育所費の不用額１，５９９万４，０

１７円が続き、１１．１５％を占めていますが、前年度との比較では額にして３５６万９

４６円、率にして１８．２１％減少しています。 

 衛生費の不用額は前年度比１，１５４万９，６０３円、２１．７２％減の６，４７１万

６，４７６円となっており、一般会計決算不用額に占める割合は１４．７３％となってい

ます。 

 不用額の主なものは保健衛生費の５，４４２万８，４７６円であり、前年度比で２，２

９３万５，２０１円、率にして７２．８３％増加しており、衛生費不用額に占める割合は

８４．１０％となっています。また、予防費の不用額は２，１７４万４，３７４円であ

り、前年度比で１，３３０万７，８０６円、率にして１５７．７４％増加し、衛生費不用

額に占める割合は３３．６０％となっています。環境衛生費の不用額は１，２１３万２，

７０７円で、前年度比４５４万９，９６３円、率にして６０．００％増加し、予算との比

較では２０．６３％となっています。また、成人病対策費の不用額は８９０万４，８６２

円で、前年度比３４８万６，３１２円、率にして６４．３４％増加しており、予算との比

較では２５．７５％となっています。母子保健費の不用額は７１８万１，８３６円で、前

年度比３万５，４８９円、率にして０．５０％減となっていますが、予算との比較では２

８．０９％となっています。 

 総じて言えば、民生費の予算については、厳密性の原則に立ち返る必要があることを指

摘しておきます。 

 労働費の不用額は９６万８，５４１円で、予算に対する割合では０．３９％となってお

り、前年度比６８万４，１３７円、率にして４１．４０％減少しています。 

 農林水産業費の不用額は８９０万１，８１１円で、予算に対する割合では１．１％とな
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っており、前年度比１０５万１，８６８円、率にして１０．５７％減少しています。 

 商工費の不用額は１，２４１万５，００３円で、予算に占める割合では２．７０％とな

っており、前年度比１，１４１万６，０９３円、率にして１，１４２．８６％の増加とな

っています。 

 土木費の不用額は４，４８０万８，９３６円で、予算に占める割合では２．９５％とな

っており、前年度比２，５８６万２，３６２円、率にして３６．６０％減少しています。 

 消防費の不用額は２，０１２万５，３０７円で、予算に占める割合では３．３４％とな

っており、前年度比１，６４６万６７５円、率にして４４．９９％減少しています。 

 教育費の不用額は５，７２５万２，４５７円で、予算に占める割合では５．４６％とな

っており、前年度比４億６，４３１万９，３０９円、率にして８９．０２％減少していま

す。 

 国民健康保険特別会計における不用額は２億４，８４２万９，０３９円で、予算に占め

る割合は６．３８％となっており、前年度比４，３６５万４，１６４円、率にして１４．

９５％減少しています。主なものは保険給付費の９，４５３万３，３３８円で、不用額の

３８．０５％を占めており、前年度比１，４４１万１，６７０円、率にして１３．２３％

減少しています。次いで共同事業拠出金の不用額５，７５３万２，０１２円となってお

り、不用額の２３．１６％を占めており、前年度比１９４万４，８３８円、率にして３．

２７％減少しています。さらに、保健事業費の１，５５８万８，７７２円の順となってお

り、不用額の６．２７％を占め、前年度比１，０４３万９３８円、率にして４０．０９％

減少しています。 

 介護保険特別会計における不用額は７，１６６万７，６３４円で、予算に占める割合は

２．２７％となっており、前年度比１，２５９万１，４０５円、率にして１４．９４％減

少しています。不用額の最も多いものが保険給付費の４，７００万９，１７５円で、不用

額の６５．５９％を占めていますが、前年度比１，６５８万１，６２７円、率にして２

６．０８％減少しています。次いで総務費の１，２９７万５，７８８円で、不用額に占め

る割合は１８．１１％となっており、前年度比７８４万９，５６５円、率にして１５３．

１３％増加しています。さらに、地域支援事業費の１，０７８万４，１０８円の順となっ

ており、不用額の１５．０５％を占めていますが、前年度比３３８万６，８２９円、率に

して２３．９０％減少しています。 

 後期高齢者医療特別会計における不用額は８２６万１，９０３円で、予算に占める割合
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は２．１３％となっており、前年度比３７６万４，６７２円、率にして８３．７１％増加

しています。不用額の最も多いものが広域連合負担金の６８０万６，８０４円であり、不

用額の８２．３９％を占めており、前年度比３５４万３，０８５円、率にして１０８．５

６％増加しています。 

 次に、時間外勤務手当、修繕料等に関する予算の流用について申し述べます。 

 総務費・一般管理費に係る時間外勤務手当に係る予算額は１，１３２万円となっていま

すが、決算額は１，３６７万６，６４０円で、額にして２３５万６，６４０円、率にして

２０．８２％の流用となっています。竹原市民館費に係る時間外勤務手当に係る予算額は

１２万円、決算額は３２万９，０１９円で、額にして２０万９，０１９円、率にして１７

４．１８％の流用となっています。戸籍住民基本台帳費の時間外勤務手当の予算額は７５

０万円ですが、決算額は２０４万９，６１３円で、額にして１２９万９，６１３円、率に

して１７３．２８％の流用となっています。選挙管理委員会費の時間外勤務手当の予算額

は５万円となっていますが、決算額は９万７１４円で、額にして４万７１４円、率にして

８１．４３％の流用となっています。 

 民生費・社会福祉総務費に係る時間外勤務手当の予算額は１５万円となっていますが、

決算額は８２万８，４００円で、額にして６７万８，４００円、率にして４５２．２７％

の流用となっています。人権推進費に係る時間外勤務手当の予算は５０万円となっていま

すが、決算額は５７万７，７５３円で、額にして７万７，７５３円、率にして１５．５

５％の流用となっています。保育所費の時間外勤務手当に係る予算は３１０万円となって

いますが、決算額は３７３万６，５７４円、額にして６３万６，５７４円、率にして２

０．５３％の流用となっています。生活保護費の時間外勤務手当に係る予算は１４１万

円、決算額は２１４万１，８１８円で、額にして７３万１，８１８円、率にして５１．９

０％の流用となっています。保健衛生総務費の時間外勤務手当に係る予算は２３万円、決

算額は３２万８，３３９円で、額にして９万８，３３９円、率にして４２．７６％の流用

となっています。成人病対策費の時間外勤務手当に係る予算は５９万円、決算額は２６２

万３，５６３円で、額にして２０３万３，５６３円、率にして３４４．６７％の流用とな

っています。環境衛生費の時間外勤務手当に係る予算は７万円、決算額は２６万３０８円

で、額にして１９万３０８円、率にして２７１．８９％の流用となっています。保健師設

置費の時間外勤務手当に係る予算は１７万円、決算額は９４万５，６６９円で、額にして

７７万５，６６９円、率にして４５６．２８％の流用となっています。 
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 農林水産業費・農業総務費の時間外勤務手当に係る予算は５０万円、決算額は９８万６

５３円で、額にして４８万６５３円、率にして９６．１３％の流用となっています。農地

費の時間外勤務手当に係る予算は２０万円、決算額は２８万２，１５３円で、額にして８

万２，１５３円、率にして４１．０８％の流用となっています。林業総務費の時間外勤務

手当に係る予算は７１万円、決算額は８２万９，３１９円で、額にして１１万９，３１９

円、率にして１６．８１％の流用となっています。 

 商工費・商工総務費の時間外勤務手当に係る予算は１４０万円、決算額は３８７万５，

５２４円で、額にして２４７万５，５２４円、率にして１７６．８２％の流用となってい

ます。 

 土木費・土木総務費の時間外勤務手当に係る予算は９５万円、決算額は２３２万１，８

１０円で、額にして１３７万１，８１０円、率にして１４４．４０％の流用となっていま

す。都市計画総務費の時間外勤務手当に係る予算は１５２万円、決算額は５４０万６，４

１２円で、額にして３８８万６，４１２円、率にして２５５．６９％の流用となっていま

す。土地区画整理事業費の時間外勤務手当に係る予算は６０万円、決算額は１１６万７，

５１０円で、額にして５６万７，５１０円、率にして９４．５９％の流用となっていま

す。住宅管理費の時間外勤務手当に係る予算は８３万円、決算額は１０３万３，６９１円

で、額にして２０万３，６９１円、率にして２４．５４％の流用となっています。 

 教育費・幼稚園費の時間外勤務手当に係る予算は２４万円、決算額は３９万６７４円

で、額にして１５万６７４円、率にして６２．７８％の流用となっています。 

 社会教育費・公民館費の時間外勤務手当に係る予算は６万円、決算額は３６万２，０１

９円で、額にして３０万２，０１９円、率にして５０３．３７％の流用となっています。

図書館費の時間外勤務手当に係る予算は５万円、決算額は１４万１，６８７円で、額にし

て９万１，６８７円、率にして１８３．３７％の流用となっています。 

 国民健康保険特別会計の時間外勤務手当に係る予算は８０万円、決算額は１０４万８，

２８０円で、額にして２４万８，２８０円、率にして３１．０４％の流用となっていま

す。 

 介護保険特別会計の時間外勤務手当に係る予算は１００万円、決算額は１３１万６，９

７６円で、額にして３１万６，９７６円、率にして３１．７０％の流用となっています。 

 時間外勤務手当の流用については、各般にわたって広く行われており、予算編成時にお

ける各課への配分上の問題があるものと考えざるを得ません。決算統計等、データベース
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に基づく合理的な運用に努められることを求めます。 

 次に、修繕料に係る流用について申し上げます。 

 民生費・保育所費の施設管理に要する費用に係る修繕料予算は１９０万円となっていま

すが、決算額は４９２万１，０００円で、額にして３０２万１，０００円、率にして１５

９．００％の流用となっています。また、児童福祉施設費の放課後児童クラブに要する経

費に係る修繕料予算は３５万円となっていますが、決算額は１２２万９，４２５円、額に

して８７万９，４２５円、率にして２５１．２６％の流用となっています。 

 土木費・道路橋梁費・道路維持費の修繕料に係る予算は２，８５８万５，０００円とな

っていますが、決算額は３，１４１万５，５６２円で、額にして２８３万５６２円、率に

して９．９０％の流用となっています。また、河川総務費の修繕料についても予算額１，

０１０万円に対して決算額は１，１８８万４３５円となっており、額にして１７８万４３

５円、率にして１７．６３％の流用となっています。都市計画費の都市公園管理に要する

経費の修繕量の予算額は２９２万９，０００円となっていますが、決算額は３００万５，

７３５円であり、額にして７万６，７３５円、率にして２．６２％の流用となっていま

す。土地区画整理事業費・事業修繕料予算額２０８万８，０００円に対して、決算額は６

５７万９，７８３円であり、額にして４４９万１，７８３円、率にして２１５．１２％と

なっています。伝統的文化都市環境保存地区整備費・景観道路・修景広場維持管理に要す

る経費の修繕料予算額１７０万円に対して、決算額は１９９万５，０００円であり、額に

して２９万５，０００円、率にして１７．３５％の流用率となっています。住宅管理費・

住宅管理に要する経費の修繕料予算額１，１００万円に対して、決算額は２，７１４万

７，９３９円であり、額にして１，６１４万７，９３９円、率にして１４６．８０％の流

用となっています。用悪水路費・修繕料予算額２００万円に対して、決算額は３１１万

２，１３７円であり、額にして１１１万２，１３７円、率にして５５．６１％の流用とな

っています。 

 教育費・小学校費・施設維持管理に要する経費３，８３８万１，０００円に対して、決

算額は４，３６４万４，３０８円であり、額にして５２６万３，３０８円、率にして１

３．７１％の流用となっています。社会教育費・公民館費の施設管理に要する経費の修繕

料予算１７０万円に対して、決算額は１８９万５，０６９円であり、額にして１９万５，

０６９円、率にして１１．４７％の流用となっています。図書館費・施設管理に要する経

費４３３万６，０００円に対して、決算額５０７万４，５６０円であり、額にして７３万
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８，５６０円、率にして１７．０３％の流用となっています。美術館費・施設保守管理に

要する経費の修繕料予算６０万２，０００円に対して、決算額は１００万６，１１２円で

あり、額にして４０万４，１１２円、率にして６７．１３％の流用となっています。保健

体育費・体育施設費・体育施設管理維持に要する経費の修繕料予算は２１０万円であるの

に対して、決算額は２２５万７９５円であり、額にして１５万７９５円、率にして７．１

８％の流用となっています。 

 修繕料は公有財産を使用する上での安全・安心、園児、児童・生徒の情操教育の観点等

から必要不可欠なものであり、当初予算に計上し、議会統制に委ねて、公共施設のあり方

とあわせて議論される必要があることを指摘しておきます。 

 次に、職員給与の水準について申し上げます。 

 平成２３年度決算における職員給与のラスパイレス指数は、前年度と比較して０．２ポ

イント増の１０３．０となっています。平成２３年度のラスパイレス指数の全国平均は

０．１ポイント増の９８．９となっていますが、平成１６年から８年連続で国家公務員を

下回っています。また、ラスパイレス指数が１００未満の市町村は指定都市及び中核市を

除いた１，６７７市町村のうち１，４８４市町村、率にして８３．２％にも達していま

す。 

 なお、竹原市におけるラスパイレス指数の全国順位は前年の２９位から１７位へと上昇

しています。竹原市の一般行政職の初任給は、国に比べて大学卒で６，６００円高い１７

万８，８００円、高校卒で９，７００円高い１４万９，８００円となっており、ラスパイ

レス指数を押し上げる要因の一つとなっています。地域経済動向、市民所得や生活水準と

の比較における職員給与の妥当性をどこに求めるか、検討を迫られていることを指摘して

おきます。 

 その他指摘、要望事項について申し上げます。 

 初めに、雑入として計上されている地域情報通信基盤施設等賃貸料１，０１３万４，９

９５円の細節について指摘しておきます。この施設等賃貸料の内容は、竹原市の公設に係

る地域情報通信基盤施設の運用に要する電気代、電柱使用料、電気施設保安業務、損害保

険料、民地借地料として支払ったもの、すなわち役務費として支払ったものを会計年度末

に相手方に請求し、支払いを受けるというものであり、基本的には返還金に近いもので

す。一般的に細節の名称は、それを読めばその費目が何を意味しているのか、容易に想像

ないしは理解できるように設定されています。例えば、同じ雑入に計上されている道の駅
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売り上げ等収益金がそれです。財政民主主義の基本原則の一つである明瞭性並びに公開性

の原則に即して、平成２５年度予算編成において改善されるよう指摘しておきます。 

 ２点目として、自主財源の大宗である市税、料、使用料等の徴収努力の不足を指摘する

意見と、差し押さえ等の滞納整理事務に対する地方税法第１５条に規定する徴収猶予、同

法第１５条の７の滞納処分の執行停止、国税徴収法第７５条、第７６条、第７７条、第７

８条に規定する差し押さえ禁止条項を遵守し、零細自営業者の営業と生活に支障を生ずる

ことのないよう、最大限配慮する必要があるとの指摘と要望がありました。 

 ３点目に、竹原市国民健康保険被保険者資格証明書の交付件数については、平成１８年

度の９５件が平成２３年度は４２件となっており、平成１８年度比で件数において５３

件、率にして５５．７９％減少していますが、前年度比では４件、率にして１０．５３％

増加しています。国民健康保険制度が命にかかわる問題であることに鑑みて、竹原市国民

健康保険被保険者資格証明書の交付及び保険給付の一時差止めに関する事務取扱要領第２

条の資格証明書の交付対象者並びに第５条に規定する資格証明書の解除条項の、より厳格

な運用を求める指摘がありましたが、決算特別委員会としては、滞納状況、職員対応の物

理的限界性、国民健康保険制度における厚生労働省並び広島県の指導、関与の法的根拠

等々に鑑みれば、竹原市における資格証明書交付事務はおおむね妥当であるとの結論に達

しましたが、引き続き生命尊重行政の推進に努められるよう要望します。 

 ４点目に、決算特別委員会に提出された平成２３年度市税、国保税、介護保険料、後期

高齢者医療保険料、下水道負担金、下水道使用料の滞納者数及び所得階層調査によれば、

年間所得５０万円未満の絶対的貧困層が未申告者も含めて９２名確認されています。国民

健康保険、介護保険、後期高齢者医療保険に係る該当者に限定しても５４名確認されてお

り、何らかの救済措置が講じられないか、あるいは全国市長会等を通じて国に問題点を指

摘し、対策を求めるよう努力していただきたい旨の要望がありました。 

 ５点目に、文部科学省の小・中学校等の就学援助制度の拡充にあわせて、竹原市におい

てもクラブ活動費、生徒会費、ＰＴＡ会費を追加援助できるよう財政措置を求める要望が

ありました。 

 ６点目として、地域子育て支援事業、病後児保育事業、教育相談、一時預かり事業等、

新たな公共による子育て支援、教育環境を整備促進し、定住促進を実現するための補助制

度の充実、拡大について要望がありました。 

 続きまして、議案第４１号平成２３年度竹原市水道事業決算認定については、次の意見
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を付して、賛成多数で認定すべきものと決定いたしました。 

 滞納に係る使用料の徴収事務、給水停止等については、零細事業者の営業廃止や生活困

窮におとしめることのないよう、最低限の行政的配慮をするようにとの指摘と要望があり

ました。 

 以上をもって平成２３年度竹原市水道事業決算認定についての報告といたします。 

 最後に、平成２３年度決算特別委員会の審査に当たっては、従前に倍する資料の要望、

目的を絞った現地調査の実施等、慎重審査を重ねてきました。審査が平成２５年度予算の

編成と執行に反映されるよう、切に要望して決算特別委員長報告とさせていただきます。

ありがとうございました。 

議長（稲田雅士君） まず、議案第４０号平成２３年度竹原市歳入歳出決算認定につい

て、委員長報告に対する質疑を行います。 

              〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

議長（稲田雅士君） これをもって質疑を終結いたします。 

 これより討論に入ります。 

 １１番。 

１１番（松本 進君） 議案第４０号、２０１１年度の一般会計決算等認定について、私

は反対をいたします。 

 国税庁の調査によると、民間企業や個人事業所で働く２０１１年の１年間に得た給与の

平均は４０９万円です。前年に比べて０．７％減、２年ぶりの減少です。特に年収２００

万円以下の、いわゆるワーキングプア、働く貧困層は１，０６９万人で、２３．４％に上

る非正規雇用が貧困化の要因となっているとしています。また、高齢者の生活の支えとな

っている年金も３年間で２．５％カットする年金法案が衆議院の解散前日の１１月１５日

に衆議院本会議で可決されました。これまでの自民党政権や政権交代後の民主党政権によ

る新自由主義の政治、弱肉強食の構造改革路線が、貧困と社会的格差を広げ、生活困窮者

を増大させていることは間違いないと考えるものです。 

 日本国憲法第２５条は、全ての国民に生存権を保障しています。自治体の責務は住民の

福祉の増進を図ることを厳格に定めています。今日、この姿勢が厳しく問われていると私

は考えます。 

 決算審査における２０１１年度国民健康保険資格証の発行、いわゆる保険証の取り上げ

は４２件です。病気、あるいは治療中など市民から保険証を取り上げることは断じて許さ
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れないと思います。市民の命、健康を脅かす市の資格証発行は直ちに中止すべきでありま

す。 

 ２０１２年度の竹原市予算は高い国保税をさらに大幅に値上げしました。このことは国

保税の支払い困難者を増加させ、市民の医療権を奪うに等しいものであります。直ちに国

保税の値下げや、あるいは実効ある国保税の負担軽減を強く求めるものであります。 

 介護保険サービスは、市決算資料によると、２０１１年８月１日現在の特別養護老人ホ

ームの入所希望者、いわゆる待機者の実態は４９０人、前年度４５５人よりふえておりま

す。施設入所の希望者がいつかなうのか、このめどさえ立っていません。この実態をこれ

以上放置することは決して許されないものであります。 

 在宅介護サービスのサービス限度額に対する利用率は、要介護４で５２．１％、要介護

５で４２．７％です。最も在宅介護を必要とする重度の要介護者は十分な在宅サービスが

使えない、介護サービス利用料の負担に苦しむ実態は早急に改善すべきであります。介護

保険あってサービスなし、こういった深刻な事態は一刻も放置できません。憲法第２５条

の生存権、人間の尊厳を守る社会福祉の実現を今こそ真剣に考えるべきと思います。 

 後期高齢者医療制度においても、決算年度の保険料滞納者は３１人、所得５０万円以下

の人が２１人、６８％です。２０１０年度、２０１１年度に保険料が値上げされ、高齢者

の医療権、生活権を脅かしています。高齢者の生活を支援する具体的な措置を実施すべき

であります。緊急措置としては、月額年金１．５万円以下の人、無年金者の高齢者は保険

料を無料化すべきであります。 

 次に、教育費についてです。義務教育に必要な学級教材の保護者負担は、小学校で最高

月額１，２６８円、中学校で最高月額２，５６９円です。義務教育費の無償化を目指す改

善措置が全くとられておりません。小・中学校の学用品代や給食費などを支給する就学援

助制度は、２０１０年度からクラブ活動費、生徒会費、ＰＴＡ会費の３項目が新たに支給

できるように文部科学省が改善しているにもかかわらず、竹原市はなぜ支給しないのか、

この改善を即刻強く求めておきます。 

 次に、市税等滞納問題の解決は、国税徴収法の留意事項、すなわち市民の生活や事業継

続への対策を厳格に守ることを改めて強く求めます。 

 ２点目には、公共事業のあり方についてですが、公共事業は市民の生活、暮らしを最優

先に、緊急度、必要度、真に精査すべきであります。また、市内の中小業者の仕事を確保

し、景気回復に有効な事業を大胆に推進すべきであります。道の駅事業や光ケーブルテレ
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ビ事業、土地区画整理事業、圃場整備事業などは、不要不急の是非や竹原市の活性化、地

域振興にどれだけ役立っているのか十分に検証し、説明責任を果たすことを強く指摘した

いと思います。 

 デフレ不況で仕事がない多くの地元業者は苦しんでいます。今こそ市民の安全・安心を

優先にした生活密着型公共事業への転換を図るべきであります。地元業者や市民が使いや

すい住宅リフォーム事業の改善、学校避難所等公共施設の耐震化は無条件、最優先に実施

すべきであります。さらに、個人住宅の耐震化を実効ある制度にすることや、身近な生活

道路、防犯灯の設置、浸水対策、市民の命を守る急傾斜地崩壊対策事業、住環境の整備な

ど、市民生活や地元業者の仕事確保を最優先にする事業へと転換すべきであります。 

 また、農業や漁業等への施策は、従事者の再生産活動を維持し、生活、暮らしを守るた

めの支援する施策が緊急に必要であります。価格保障や所得保障を中心にした施策を自治

体として第一歩を踏み出し、食料の自給率向上はもとより、食の安全な確保に積極的な役

割を果たすべきと考えます。 

 次に、公共施設の管理についてでありますが、地方自治法第２４１条第１項は公の施設

の設置目的を住民の福祉を増進する目的を持って、その利用に供するための施設と定めて

います。公の施設の管理運営に当たり、必要があると認めるときは、指定管理者に施設の

管理を行わせることができる、こういった「できる」規定を定めております。しかし、竹

原市が実施する公共施設の指定管理者はコスト削減のみに重点が置かれており、特に働く

人の賃金を限りなく低額に押し込み、地域を疲弊させることは明らかであります。この間

の検証は指定管理者による公の施設の管理は市が財政的支援措置を充実しない限り、住民

の福祉増進という本来の公の施設管理ができないことを示していると思います。私は緊急

措置として、大幅な財政支援を強く求めるとともに、市が責任を持つ本来の公共施設の管

理を取り戻すべきであります。 

 次に、私は部落差別に起因する差別事件発生の有無等の決算資料を毎年求めています。

この間、部落差別事象は発生しておりません。特別扱いの事業継続は即刻中止すること、

すなわち旧隣保館等の運営や部落解放同盟の団体補助金は全額削減すべきことを再度指摘

しておきます。 

 最後に、市民サービスを支える市職員の勤務条件、労働環境は大変厳しくなっていま

す。臨時職員等の不安定雇用は早急に改善すること、安定雇用の職員をふやし、市民サー

ビスを充実させる環境整備を早急に具体化することを強く求めておきたいと思います。 
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 以上で私の反対討論を終わります。 

議長（稲田雅士君） これをもって討論を終結いたします。 

 これより起立により採決いたします。 

 本案に対する委員長の報告は認定すべきものとするものであります。委員長の報告どお

り認定することに賛成の諸君の起立を求めます。 

              〔賛成者起立〕 

議長（稲田雅士君） 起立多数であります。よって、本案は委員長の報告どおり認定する

ことに決定いたしました。 

 続きまして、議案第４１号平成２３年度竹原市水道事業決算認定について、委員長報告

に対する質疑を行います。 

              〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

議長（稲田雅士君） これをもって質疑を終結いたします。 

 これより討論に入ります。 

 １１番。 

１１番（松本 進君） 議案第４１号、２０１１年度の水道事業決算認定について、私は

反対します。 

 今日、市民の生活、営業は大変厳しいものがあります。新自由主義の政治がもたらす貧

困と格差の拡大の問題が解決されず、その対策やセーフティーネットが極めて不十分であ

り、市民の暮らしを脅かしていると考えます。今こそ竹原市は憲法第２５条の生存権を守

る立場を鮮明にし、住民の福祉増進に努めなければなりません。 

 水道料金の滞納問題解決は、国税徴収法の留意事項、すなわち滞納者の市民生活や事業

活動への影響を明確に把握して対応すべきであります。ところが、２０１１年度の給水停

止は３９件、国税徴収法の留意事項を確認しているとは言えません。このことは憲法第２

５条の生存権、全ての国民は健康で文化的な最低限度の生活を営む権利を有する、これを

奪うものと考えます。水道水給水停止という脅し、取り立てで、市民の生存権を奪うこと

は即刻中止すべきであります。 

 次は、繰り返し指摘し、改善を求めておりますけれども、県用水受水費の大幅削減に向

けた県との交渉で経費削減を図るべきことを指摘して私の反対討論といたします。 

議長（稲田雅士君） これをもって討論を終結いたします。 

 これより起立により採決いたします。 
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 本案に対する委員長の報告は認定すべきものとするものであります。委員長の報告のと

おり認定することに賛成の諸君の起立を求めます。 

              〔賛成者起立〕 

議長（稲田雅士君） 起立多数であります。よって、本案は委員長の報告どおり認定する

ことに決しました。 

         ―――――――――――――――――――――― 

  日程第１８ 

議長（稲田雅士君） 日程第１８、請受第２４－１号中小業者の仕事起しと、地域経済循

環型の政策の一つとして住宅・店舗など住宅リフォーム助成制度創設を求める請願を議題

といたします。 

 事務局職員から報告文を朗読させます。 

              〔事務局職員朗読〕 

議長（稲田雅士君） 民生産業委員会委員長の報告を求めます。 

民生産業委員会委員長（吉田 基君） ただいま事務局職員が朗読いたしましたとおり、

本委員会に付託されました請受第２４－１号中小業者の仕事起しと、地域経済循環型の政

策の一つとして住宅・店舗など住宅リフォーム助成制度創設を求める請願については、採

択すべきものと決しましたので、その審査の経過について報告いたします。 

 平成２４年６月定例会において本委員会に付託を受けて以来、３回の委員会を開催し審

査いたしました。 

 審査の過程では、請願者を参考人として招致し、願意の再確認を行う一方、また、９月

議会における単年度型の高齢者、障害者、子育て対応の助成制度の制定を受け、今後の制

度の発展性も考え、審議する必要があるとの意見をもとに、あらゆる制度の予算、利用状

況等の資料も参考にしながら慎重に審査を進めてまいりました。 

 結果、最終的に表決し、採択いたしたものであります。 

 以上で御報告を終わります。 

議長（稲田雅士君） これより委員長報告に対する質疑に入ります。 

 １番。 

１番（山元経穂君） この住宅リフォーム助成制度創設を求める請願についてであります

が、私は委員会も違いますので、より詳しい制度内容について、１回生の私が大変恐縮で

はございますが、委員長に説明をいただければと思います。何とぞ委員長よろしくお願い
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いたします。 

議長（稲田雅士君） 民生産業委員会委員長。 

民生産業委員会委員長（吉田 基君） 制度の内容というよりは、審議の経過、審議内容

についての質疑というふうに受けとめて若干御説明をさせていただきたいと思います。 

 ２４年８月８日に第１回、紹介議員の中小企業者の仕事確保のため誰もが利用できる住

宅リフォーム助成制度をつくってほしい、請願者の意を踏まえた委員からの説明があり、

それに加えて理事者側から県内の状況等の説明がございました。また、他の委員より、次

回へ資料要求をしてもっと具体的な審議をするべきであろうということがあり、それに踏

まえて、竹原市の状況をもいま少し考えていくべきであろうという、そういう第１回目の

委員会での審議であったと、このように思っております。 

 同時に、２回目については、紹介議員、並びに対象を大きく広げた利用しやすい制度を

つくってほしい、現状では委員会が議会に対し継続審査を要望し、その審議の上、１２月

の議会で結論を出すということで参考人の説明を受けたと、このように思っております。 

 １０月１１日の第３回目の参考人の意見を聴取し、そして、中小企業者は幅広い人が利

用できる制度をつくってほしい、その中で賛成委員の意見としては、まず、制度をつくっ

てから改善していくことが望ましい、その上、反対意見の者は市の制度の利用の様子をい

ま少し鑑み、制度そのものについてもっと明確にしていく必要があろうということで、３

回目でこのときに採決をいたしたものであります。賛成、反対、可否同数において、委員

長において委員長決裁ということで採択に決したものでございます。 

 以上をもって、審議について報告にそごが少しあったかもわかりませんが、細部につい

ては、次の質問があればお答えをさせていただきたいというふうに思います。 

 以上をもって答弁といたします。 

議長（稲田雅士君） これをもって質疑を終結いたします。 

 これより討論に入ります。 

 ９番。 

９番（北元 豊君） 私はこの住宅リフォーム助成制度創設を求める請願について反対と

いう立場で討論に参加いたします。 

 今回の住宅リフォーム助成制度創設を求める請願につきましては、慎重審議を重ねてき

たところでございます。平成２４年９月定例会における一般会計補正予算にて、住宅リフ

ォーム普及支援事業として補助金２００万円を補正したところであり、まず、住宅リフォ
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ーム支援事業の普及率並びに進捗状況を把握する必要性があるという判断に基づき、以

上、反対討論といたします。 

議長（稲田雅士君） １４番。 

１４番（小坂智徳君） 私は賛成の立場で討論をさせていただきたいと思います。 

 現在まで、いわゆる建築業、あるいは建設業、そうした住宅関連の業者というのはいろ

んな意味でここ１０年、あるいは１５年、いろいろと不景気の中で頑張っておられる、こ

ういった面も一面あるんではないか、このように思うわけでございます。 

 また、県内の市を見ましても、安芸高田市においては、年間１００棟余りの、いわゆる

新築物件がある、しかし、９０％はハウスメーカー、こういったところが受注をされる、

そういった観点から、建設関連のそういった建築業の業者、現在では５０社余りが協同組

合をつくり、また、市においては若者定住のいろんな施策、あるいは分譲地を安価に分譲

する、そういった市の援助策、こういったこともあるわけでございます。 

 こういった観点から、今回の請願につきましては、私自身はいろんな意味で支援をする

のが市の役目ではないか、こういった思いで賛成討論をさせていただきたいと思います。 

 以上です。 

議長（稲田雅士君） これをもって討論を終結いたします。 

 これより起立により採決いたします。 

 本請願に対する委員長の報告は採択すべきものとするものであります。委員長の報告の

とおり採択することに賛成の諸君の起立を求めます。 

              〔賛成者起立〕 

議長（稲田雅士君） 起立多数であります。よって、本請願は採択することに決しまし

た。 

 以上をもって今期定例会に付議された案件は全て議了いたしました。 

 閉会に当たり、一言御挨拶を申し上げます。 

 年末を控え緊急な案件のない限り、本年納めの議会となりました。 

 今月１１日に開会いたしました今期定例会に付議された案件は、議員各位の終始熱心な

御審議によりまして全て議了いたし、閉会の運びとなりました。議員各位はもとより、理

事者各位に対し厚くお礼を申し上げます。 

 特に私ごとでございますが、本年は議会人事の年に当たり、去る１１月の臨時議会にお

きまして、議員多数の御推挙をいただき、議長の要職に就任させていただきました。重ね
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て厚くお礼を申し上げますとともに、責任の重大さをひしひしと感じているところであり

ます。この上、粉骨砕身、職務を遂行する決意でございます。 

 さて、世の中は衆議院選挙も終盤に入り、各党が次の政権を担うべき原発、エネルギー

問題、財政再建、社会保障、ＴＰＰ交渉参加など、それぞれの主張を掲げて論戦を広げて

いるところでございますが、国内の経済は依然として低迷しており、先行きの不透明感は

なかなか払拭できない状況にあります。 

 そうした中、我が竹原市におきましては、工業・流通団地へのメガソーラーの建設、そ

れに続く新たな企業の進出など明るい話題もありましたが、依然として厳しい財政状況が

続く中で、多様化する市民のニーズに応え、質の高い市民サービスを提供するために市政

運営により一層の創意と工夫が求められます。 

 こうした背景を踏まえ、地方自治における議会の役割を十分に認識し、行政に対する監

視機能はもとより、議会としての倫理観を持ち、市民の負託に応え、時代に即した大いな

る議論が展開できるよう、議会のより一層の活性化が必要であると考えるものでありま

す。 

 終わりに、来るべき平成２５年が実り多い年であることを願いますとともに、皆様方に

おかれましては、御健勝にて越年され、輝かしい新春をお迎えになられますよう心から御

祈念申し上げまして、御挨拶といたします。ありがとうございます。 

 市長より発言の申し出がありましたので、これを許可いたします。 

市長（小坂政司君） 一言御挨拶を申し上げます。 

 議員の皆様方におかれましては、今定例会開会以来、提出させていただきました議案に

対し、慎重な御審議をいただき、議了賜りましたことに対し、厚く御礼を申し上げます。

今会期中に皆様方からいただきました多くの意見や御助言を真摯に受けとめ、引き続き全

力で市政運営に当たる所存であります。 

 さて、現在、我が国においては、震災復興の加速、成長戦略、社会保障、エネルギー政

策、外交、安全保障などの課題が山積し、経済においても輸出生産が減少し、雇用情勢に

も改善の動きに足踏みが見られるなど厳しい状況にあります。 

 こうした中、衆議院議員総選挙を目前に控え、これらの主要課題についての論戦が行わ

れておりますが、日本の再生に向け、力強い一歩が踏み出されることを期待するところで

あります。 

 本市におきましても、引き続き厳しい行財政運営を余儀なくされることが予想されます
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が、本年を振り返りますと、竹原工業・流通団地への企業の誘致の促進や総観光客数が１

００万人に迫る見込みなど明るい兆しも見られます。来年は市制５５周年となりますが、

目指す将来像であります「住みよさ実感 瀬戸内交流文化都市 たけはら」の実現に向

け、住民の皆様との協働のもと、各施策に鋭意取り組むとともに、計画的で効率的な財政

運営を推進してまいりたいと考えております。今後とも格段の御理解と御協力を賜ります

ようお願いを申し上げます。 

 年の瀬も迫り、いよいよ厳寒に向かいます折から、皆様方にはくれぐれも御自愛をいた

だきまして、輝かしい新年をお迎えくださいますようお祈り申し上げまして、御礼の御挨

拶といたします。まことにありがとうございました。 

議長（稲田雅士君） お諮りいたします。 

 今期定例会の会期は１２月１１日から１２月１４日までとなっておりますが、今期定例

会に付議された案件は全て議了いたしました。よって、会議規則第７条の規定により、本

日をもって閉会いたしたいと思います。これに御異議ありませんか。 

              〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

議長（稲田雅士君） 御異議なしと認めます。よって、以上をもって平成２４年第４回竹

原市議会定例会を閉会いたします。 

              午後３時１０分 閉会 
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